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序     文 
 

順調な経済成長を維持する一方で、インドには世界の貧困人口の 3 分の 1 に相当する 3 億人以

上の貧困層が存在しており、基本的な社会サービスへのアクセスができない状況に置かれていま

す。特に改善の立ち遅れが目立つのは母子保健分野であり、インドではこの分野におけるミレニ

アム開発目標（MDG4 乳幼児死亡率の削減、MDG5 妊産婦の健康改善）の達成は難しい状況にあ

ります。 

かかる状況を受けてインド政府は、「迅速で包括的な成長」を課題として掲げ、第 10 次 5 カ年

計画から医療保健分野の改善を重点として定めています。2005 年、保健家族福祉省は農村地域に

おける保健医療サービスの改善をめざす国家農村保健計画（National Rural Health Mission： 

NRHM）を発表し、地方分権による保健セクター改革を通じて農村母子保健の改善に取り組んで

います。 

JICA は、インド政府の国家政策の枠組みの中で、安全な妊娠・出産に関する良質なサービスの

利用が増加することを目的に、マディヤプラデシュ州保健家族福祉局をカウンターパート機関と

して、2007 年 1 月から 2011 年 1 月までの 4 年間を協力期間として技術協力プロジェクト「マデ

ィヤプラデシュ州リプロダクティブヘルスプロジェクト（フェーズⅡ）」を実施しています。 

本プロジェクトは、NRHM が重点州とするインド北東部のマディヤプラデシュ州サーガル地域

全域（5 県 37 郡）のフロントラインワーカーである准看護助産師を中心に、産前健診研修等の専

門技能研修、研修後のサポーティブスーパービジョン、施設改善の実施を通じて、NRHM ビジョ

ンの実践を通じた母性保健サービスの向上をめざしています。 

今般、本プロジェクトの協力期間が 2011 年 1 月 15 日をもって終了するのに先立ち、これまで

の協力内容の評価をインド・マディヤプラデシュ州政府と共同で実施するため、2010 年 8 月 22

日から 9 月 10 日の日程で終了時評価調査団を派遣しました。本報告書は、同調査団が実施した調

査及び協議結果を取りまとめたものです。 

ここに、本調査にご協力を賜りました関係者の皆さまに深く謝意を表すとともに、当機構の今

後の協力事業の実施に、皆さまの更なるご協力をお願いする次第です。 

 

平成 22 年 9 月 

 

                         独立行政法人国際協力機構 
                        インド事務所長 山中 晋一 
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Panna 県 Amanganj の CHC にて 

毎週土曜日に開催されるセクターミーティングを視察 

Damoh 県の病院で Core Competency 研修 

を視察 

分娩センターとして認定されている Damoh 県の SHC 

写真は認定証 

Sagar 県の PHC.医師から分娩室の説明を受ける 

Tendhkela CHC の分娩室機材 



 

合同評価ミーティング（JRM） 合同評価ミーティングのあとでプロジェク
ト作成教材の説明を大臣にするプロジェク
トスタッフにするプロジェクトスタッフ 

原団長（左）とヘルスコミッショナー（右）

による M/M 署名 

プロジェクト成果発表ワークショップ 
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略 語 一 覧 

AMTSL 
Active Management of the Third Stage of 
Labour 

分娩第 3 期における積極的管理 

ANC Antenatal Care 産前ケア 
ANM Auxiliary Nurse Midwife 准看護助産師 
ASHA Accredited Social Health Activist アーシャ（村の保健ボランティア） 

AWC Anganwadi Centre 
アンガンワディ・センター（女性・子ども
省の普及センター） 

AWW Anganwadi Worker 
アンガンワディ・ワーカー（女性・子ども
省の普及員） 

BCC Behavior Change Communication 行動変容のためのコミュニケーション 
BEE Block Extension Educator 郡広域啓発担当官 
BMO Block Medical Officer 医務官 
BMW Bio Medical Waste Management 医療廃棄物処理 
BPM Block Programme Manager 郡（NRHM）プログラム運営管理官 

CDPO Child Development Project Officer 
子ども開発行政官（州女性･子ども開発省の
郡レベルの行政官） 

CHC Community Health Centre コミュニティ保健センター 
CMHO Community Medical and Health Officer 県主席医療保健官 
C/P Counterpart カウンターパート 
DC District Collector 県徴税官（IAS） 
DEA Department of Economic Affairs 財務省 経済局 
DEO Data Entry Operator データ入力操作員 
DFID Department for International Development 英国国際開発省 
DH District Hospital 県病院 
DoHFW Department of Health and Family Welfare 州保健家族福祉局 
DP Development Partner 開発パートナー 
DPHNO District Public Health Nursing Officer 県公衆衛生看護官（正看護師） 
DPM District Program Manager 県（NRHM）プログラム運営管理官 
DTC District Training Centre 県研修センター 

DWCD 
Department of Women and Child 
Development 

（州）女性･子ども開発省 

EBPM 
Evidence Based Planning and 
Management 

エビデンスに基づく計画管理 

GIS Geographic information system 地理情報システム 
HMIS Health Management Information System 保健マネジメント情報システム 
HRM Human Resource Management 人材マネジメント 

IEC 
Information Education and 
Communication 

情報、教育、コミュニケーション（啓発） 

IFA Iron and Folic Acid 鉄・葉酸（製剤） 

IMEP 
Infection Management and Environment 
Prevention 

院内感染予防及び環境衛生管理 

IMR Infant Mortality Rate 乳幼児死亡率 
INC Intranatal care 出産時のケア 
JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 
JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 青年海外協力隊員 
JPY Japanese Yen 日本円 
JRM Joint Review Mission 合同評価（レビュー）調査団 
JSY Janani Suraksha Yojana 施設分娩に対する補助金 
LHV Lady Health Visitor 女性保健員（ANM に対する女性指導員） 
MCH Maternal and Child Health 母子保健 
MDGs Millennium Development Goals  ミレニアム開発目標 
MMR Maternal Mortality Rate 妊産婦死亡率 
MO Medical Officer 医務官 
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MP Madhya Pradesh マディヤプラデシュ 
MP-PCB Madhya Pradesh Pollution Control Board マディヤプラデシュ州公害管理委員会 
MPW-males Multi-purpose (Health) Worker 多目的保健要員 
NBC New Born Care 新生児ケア 
NFHS National Family Health Survey 国家家族保健サーベイ 
NHSRC National Health System Resource Centre 国家保健システム情報センター 

NIHFW 
National Institute of Health and Family 
Welfare 

国家保険家族福祉研究所 

NIPI Norway India Partnership Initiative ノルウェー・インド連携イニシアティブ 
NRHM National Rural Health Mission 国家農村保健計画 
PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 
PHC Primary Health Centre 基礎保健センター（通常 6 床） 
PIP Program Implementation Plan プログラム実施計画（中央、州、県） 
PNC Post Natal Care 産後ケア 
PO Plan of Operation プロジェクト活動計画 
PRI Panchayati Raji Institution 村議会 

RCH Reproductive and Child Health 
リプロダクティブヘルス及び子どもの健康
プログラム 

RJD Regional Joint Director 地域担当次長 
SBA Skilled Birth Attendant 熟練助産者、専門技能をもつ分娩介助者 
SHC Sub-health Centre サブ保健センター 

SIHFW 
State Institute of Health and Family 
Welfare 

州立保健家族福祉研究所 

SIHMC 
State Institute of Health Management 
Communication 

州立保健管理コミュニケーション研究所 

SN Staff Nurse スタッフナース（看護師） 
ST Scheduled Tribe 指定部族 
TBA Traditional Birth Attendant 伝統的産婆 
TFR Total Fertility Rate 合計特殊出生率 
TQM Total Quality Management 総合品質管理 
VHND Village Health Nutrition Day 村落保健栄養の日 
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終了時評価調査結果要約表 
１ 案件の概要 

国名：インド 
案件名：マディヤプラデシュ州リプロダクティ

ブヘルスプロジェクト（フューズⅡ） 

分野：保健分野/母子保健 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA インド事務所 協力金額：3 億 2,000 万円（評価時点） 

協力期間：2007 年 1 月～2011 年 1 月 

 

先方関係機関：マディヤプラデシュ州保健家族

福祉局（DoHFW） 

日本側協力機関名：なし 

他の関連協力 

１－１ 協力の背景と概要 

インドでは人口安定化を国家政策として重視しているが、低開発地域とされている北インド

は、いまだに「多産多死」の状況にある。プロジェクト対象地域であるマディヤプラデシュ

（Madhya Pradesh：MP）州は、最貧困州の１つであるとともに、妊産婦及び乳児死亡率は全国

平均を大きく下回り、とりわけ農村部の実態は劣悪である。 

こうした状況を改善するためインド政府は、第10次5カ年計画（2002-2007）において、妊産

婦・乳幼児死亡率の引下げ目標を含む保健医療の改善を国家の重点課題と位置づけた。これを

受けて中央保健家族福祉省は各州政府に対する財政支援をインセンティブとし農村保健の包括

的改善をめざす国家農村保健計画（National Rural Health Mission：NRHM 2005-2012）を発表、

同年母子保健分野の中核的推進プログラムとしてリプロダクティブヘルス及び子どもの健康プ

ログラム（Reproductive and Child Health：RCH-2）を開始した。同政策は第11次5カ年計画

（2007-2012）にも引継がれ、地方分権による保健セクター改革を通じた農村母子保健の改善が

国家政策の重点課題のひとつとして位置づけられている。 

2010年度に実施されたNRHM 5年レビューでは、施設分娩を促進するための財政スキーム

JSY（Janani Suraksha Yojana：施設分娩に対する補助金）や施設改善のためのUntied Fundの導入

等により施設分娩率や医療施設の環境改善が進んでいると報告された一方で、同年8月にデリー

で開催された”Global Maternal Health Conference 2010”では、インドにおける妊産婦死亡率、乳

幼児死亡率は世界のワースト10に位置づけられると発表された。 

かかる背景の下、JICA は、安全な妊娠・出産に関する良質なサービスの利用が増加すること

を目的に、マディヤプラデシュ州保健家族福祉局（Department of Health and Family Welfare：

DoHFW）をカウンターパート（Counterpart：C/P）として、MP 州サーガル（Sagar）地域（5

県 37 郡）を対象に技術協力プロジェクト「MP 州リプロダクティブヘルスプロジェクト（フェ

ーズⅡ）」を、2007 年 1 月から 4 年間の協力期間で実施しており、現在 2 名の長期専門家が派

遣されている。 

プロジェクトの中間地点を過ぎた 2009年 2月には、プロジェクトの中間レビューが実施され、

現行政策やプロジェクトのスケールアップに照準を合わせて PDM の見直しが行われた。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、上記の国家プログラム（NRHM/RCH-2）の枠組みの中に位置づけられ、
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サービスの質の向上を通じて、安全な妊娠・出産に関するサービスの利用率の増加を目的とし

ている。 

 

(1) 上位目標 

対象地域の妊産婦と新生児の健康状態が改善する。 

 

(2) プロジェクト目標 

安全な母性の健康に関する良質なサービスを利用する妊婦や母親の数が増加する。 

 

(3) 成果 

成果1 准看護助産師（Auxiliary Nurse Midwife：ANM）及び関連職種が、質の高い保健

サービスを提供できるようになる。 

成果2 保健施設［サブ保健センター（Sub-health Centre：SHC）、基礎保健センター（Primary 

Health Centre：PHC）、コミュニティ保健センター（Community Health Centre：

CHC）］において、質の高い母子保健サービスが提供できるよう、職務環境が改

善される。 

成果3 ANMが有能なデータ管理者になる。 

成果4 ANMのコミュニケーション能力の向上 

成果5 パイロット地域での成果や教訓がプロジェクト対象地域全体に普及し、スケール

アップする。 

 

１－３ 投入（評価時点） 

  日本側 

   長期専門家派遣  2 名（チーフアドバイザー/業務調整兼保健情報管理システム）  

   短期専門家派遣  2 名（ジェンダー・社会分析/TQM） 

   ローカルスタッフ 7 名（プロジェクト事務所） 

            8 名（フィールドコーディネーター） 

   研修員受入    4 名（本邦研修） 

            2 名（第三国研修） 

   ローカルコスト負担 4,313 万 4,500 ルピー 

  相手国側 

   カウンターパート配置 

   MH カード等の印刷費用、保健施設改善に伴う費用等の負担 

 

２．終了時評価調査団の概要 

調査団 団長：原 昌平 JICA 南アジア部 南アジア第一課 課長 

専門分野：萩原 明子 JICA 国際協力専門員 

協力企画：此原 麻希子 JICA インド事務所 企画調査員 

評価分析：佐藤 純子 （株）タックインターナショナル 

調査期間 2010 年 8 月 22 日～2010 年 9 月 10 日 評価種類：終了時評価 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ 成果の達成度 

(1) 成果 1：ANM 及び関連職種が質の高い保健サービスを提供できるようになる。 

母子保健サービスに関し、産前ケア（Antenal Care：ANC）研修等、各種研修の実施に

より、参加者の能力向上が図られた。ダモー、ティカムガル、パンナ 3 県では、計 625

名（約 80％）の ANM/女性保健員（Lady Health Visitor：LHV）が ANC 研修に参加して

いる。 

また、プロジェクトは、SBA 研修モジュール、ファシリテーターガイド、ANC チェ

ックリストを含む研修パッケージの開発等、研修モジュール及び教材を開発した。さら

に、提供する保健サービスの質を確保するため、医務官（Block Medical Officer：BMO）、

郡プログラム運営管理官（Block Programme Manager：BPM）など C/P と連携し、スーパ

ービジョンの実施等、ANM に対する継続的な支援を行った。このように、質の高い保

健サービスを提供するための対策を総合的に行うことにより、ANM のモチベーション

が高まり、より良いサービスの提供が可能となった。また能力向上と同時に、職場環境

が改善されたことも、ANM のサービス改善に寄与した。 

 

(2) 成果 2：保健施設（SHC、 PHC、CHC）において質の高い母子保健サービスが提供

できるよう職場環境が改善される。 

 清潔で安全な分娩を可能にする施設管理について、プロジェクトでは、インド政府の

公衆衛生基準（IPHS）に準拠する産科病棟の改善に向け、適切なガイダンスの実施や図

解 入 り ガ イ ド ラ イ ン （ Illustrated Guideline ） や IEC ［ Information Education and 

Communication：情報、教育、コミュニケーション（啓発）］教材の開発を行った。 

また、プロジェクトは、IPHS を準拠するため、施設の改修、修復、必要最低限の機材

や家具の購入、施設に係る総合的品質管理に施設長（BMO）や（施設改修を含む各種フ

ァンド運用に係る）委員会のメンバーらと協同であたってきた。 

医療廃棄物処理（Bio Medical Waste：BMW）についても進展がみられた。プロジェク

トは、BMW に係るオリエンテーションを実施した。また、州公害管理委員会（Madhya 

Pradesh Pollution Control Board：MP-PCB）と連携し、地域レベル（Gwalior, Vidisha）で

同委員会が主催したワークショップに、プロジェクトから講師を派遣するなど、技術的

支援を行った。 

 地理情報システム（Geographic information system：GIS）の導入も保健施設の改善を図

るうえで有効であった。同システムにより、産科病棟や BMW 処理の状況がブロックご

とに地図化されたことで、地元当局が施設改善に対するニーズを認識するに至った。 

 

(3) 成果 3：ANM が有能なデータ管理者となる。 

一連の研修を通じて、ANM はデータ管理に必要な訓練を受けた。プロジェクトは、

中央政府が国家標準の唯一の様式として表明した新国家農村保健計画（National Rural 

Health Mission：NRHM）報告様式の導入にあたり、同様式のデザインと改訂作業を支援
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した。また、ブロックレベルにおいて ANM/スタッフナース（Stuff Nurse：SN）を対象

に、地域レベルでは、データ管理者［BPM、データ入力操作員（Date Entry Operator：DEO）

等］を対象とした同報告様式の導入に係るオリエンテーションを実施した。 

さらに、プロジェクトは、MH カードの導入を行った。これにより、母親一人ひとり

の母性保健サービスの受診行動の追跡が可能となり、ANC サービスの受診促進に役だっ

た。GIS を活用したエビデンスに基づく計画管理（Evidence Based Planning and 

Management：EBPM）においても、プロジェクトはイニシアティブを発揮し、州が母子

保健に関連する主要な事項について、地図に表示するのを支援した。 

定期的なモニタリングについては、ブロックコーディネーター（BC、プロジェクト雇

用）、BPM（NRHM 予算で配置）、郡広域啓発担当官（Block Extension Educator：BEE：

GoMP の正規ポスト）、BMO（GoMP の正規ポスト）らにより、合同で行われておりブ

ロックミーティングやセクターミーティングの機会に、モニタリング結果や必要な指導

を ANM に与えていることが確認された。プロジェクトでは、BPM に対して、監督に係

る指導を行った。 

更なる改善点としては、ANM や関連職種が、記録を適切に行うよう徹底することが

必要である。複数の保健施設において、必要な情報が正しく記録されていないケースが

散見された（例：パルトグラフ未作成、血圧、脈拍の記入漏れ）。 

 

(4) 成果 4：ANM のコミュニケーション能力が高められる。 

ANM のコミュニケーション能力は、特に「村落保健栄養の日（Village Health Nutrition 

Day：VHND）」の実施を通して強化され、母子の健康に対するコミュニティの意識、支

援が高まったと確認された。プロジェクトは、州保健家族福祉局（DoHFW）と連携し、

VHND を支援した。これについては、プロジェクト雇用の BC が BMO、BPM と協力し、

コミュニティへの働きかけを行う重要な役割を果した。 

プロジェクトは、VHND 実施マニュアルや IEC 教材も開発した。実施方法を視覚マニ

ュアル化したビデオは、ヘルスワーカーや村議会（Panchayati Raji Institution：PRI）メン

バーが、VHND 活動を理解するのに有効であった。 

一連の支援を得ることにより、ANM はアウトリーチ活動における自身の役割を明確

に理解し、成果 1、2、3 の活動から得た知識と技術を最大限活用し、質の高いサービス

を提供した。VHND を通じて ANM から質の高いサービスが提供されたことは、コミュ

ニティの ANM に対する信頼、そして、ANM 自身にとっても、コミュニティにおける保

健サービス提供者としての自信につながった。 

 

(5) 成果 5：パイロット地域におけるプロジェクトの成果及び教訓が州全体に普及される。

プロジェクトの経験及び教訓は、デリーにおける保健政策会議や開発パートナー会議

等の機会を利用して、中央の保健家族福祉省や他の開発パートナーと共有された。保健

家族福祉省の要請に応え、プロジェクトは、MP 州におけるプロジェクトサイト訪問を

調整しプロジェクト活動を共有した。 

プロジェクト成果は、すべての BMO が出席する県レベルの月例会議でも共有された。

さらに、ブロックミーティングやセクターミーティングでは、プロジェクトから支援を
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受けた BMO 等の監督者によって、ANM に必要な技術移転や直接指導が行われている。

スケールアップについては、以下の点がプロジェクトの成果として挙げられる。 

・ DoHFW がエビデンスに基づく計画管理のため、GIS を活用し始めた。 

・ 図解入りガイドラインが、2008 年、州の標準ガイドラインとして、採用された。

・ プロジェクトは、SHC が通常分娩施設として認定するためのチェックリスト草案

づくりを支援した。 

・ ANM による ANC 実施項目、CHC の産科病棟整備、ANM による VHND 実施に焦

点をあてた SHC/CHC に係る 3 つの視聴覚教材が州に採用された。 

 

３－１－２ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標：安全な妊娠・出産に関する良質なサービスの利用が増加する。 

母子保健サービスの質は、プロジェクトにより ANM の能力強化が図られたことで改善し

た。このことは、以下の点からも裏づけられている。 

・ SHC/PHC/CHC がインド政府の公衆衛生基準（IPHS）を満たしている。これは質の高い

サービスがこれらの施設で利用可能であることを意味する。 

・ サービスの向上は、施設改善や必要な資機材の購入において、施設改善を含め、

各種ファンド運用について検討する委員会と保健施設の双方の連携によってもたらされ

たものである。 

・ ANM がサービス提供者として、エンパワーメントされ、自信をつけた。ANM の活動を

支える環境を整備したことも重要である。 

・ リスクの高い妊婦のレファラル件数が増加した。これはすなわち、ANM がハイリスク

ケースをより正確に判断できるようになったことを意味する。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下の観点から非常に高い。 

・ プロジェクトは、国家プログラムである NRHM-RCH-II の枠組みの中に位置づけられ

る。同プログラムでは、母子保健は優先課題に挙げられ、公平性の観点からも、基本

的な保健医療サービスシステムの向上は、重点政策に掲げられている。 

・ プロジェクトは、またグローバル・ヘルスとも整合性がある。ミレニアム開発目標

（MDGs）のゴール 4（乳幼児死亡率の削減）、ゴール 5 （妊産婦の健康の改善）の達

成のため、母子保健は特に留意されているが、熟練出産介助者（Skilled Birth Attendant：

SBA）立ち会いによる出産は、最も有効な対策のひとつとして、世界保健人材連盟

（Global Health Workforce Alliance：GHWA）も、その重要性を説いている。プロジェ

クトでは、最もその実施が難しい農村部で SBA の能力強化と人材確保に挑んでいる。

・ プロジェクトは日本の援助政策とも合致している。保健と開発に関するイニシアティ

ブ（2005 年）、G8 北海道洞爺湖サミット（2008 年）においても、日本は、母子保健推

進のため、保健システムの強化及び保健人材の能力強化に、コミットメントを表明し

ている。 

・ プロジェクト対象である MP 州は、妊産婦死亡率及び乳幼児死亡率が全国平均を大
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きく上回り、中央保健家族福祉省から、特に指標の悪い 18 州のうちの 1 つとして、優

先支援地域に位置づけられている。特にプロジェクト対象地域である Sagar 地域は指

標が低い。さらに ANM は、コミュニティに保健サービスを提供する重要な役目を担

っているにもかかわらず、これまで能力強化の機会が限られていた。従って、対象地

域及びターゲットグループ選定において、本プロジェクトは妥当であるといえる。 

 

(2) 有効性 

プロジェクトは、一部改善・強化の余地があるものの、有効であることが認められた。

プロジェクトの有効性は、ANC 健診、産科病棟や BMW 改善による施設管理、VHND を通

じたアウトリーチ活動に顕著にみられた。ANM は、プロジェクトの支援により母子保健

サービスを向上させたが、それは ANM の仕事に対するコミュニティの評価、また ANM

自身のエンパワーメント、自尊心の獲得へと結びついた。 

プロジェクトが開発した教材は、フロントラインのワーカーたちに、NRHM の活動を具

体的に「どのように行うか」明快な指示を与え、質の高いサービスの実践に非常に有効で

あった。また、PRI メンバーのようなコミュニティリーダーを積極的に巻き込むことによ

り、VHND の実施促進へとつながり、コミュニティの住民に対し、ANM が提供する母子

保健サービスの利用を奨励するうえで有効であった。上述したすべての成果の相乗効果が、

ANM の母子保健サービスの質の向上に寄与したといえる。 

プロジェクト成果の更なるスケールアップに向け、ANM の研修システムの標準化及び

制度化、ANM の役割、責任の明確化、県間の調整等を強化する必要がある。これらの実

現には、州政府がより一層イニシアティブを発揮することが求められる。 

 

(3) 効率性 

  プロジェクトの投入は、質、量、タイミングともに適切であり、成果達成のために有効

活用されている点から、効率的であったといえる。しかしながら、インドの中でも母子保

健の指標が最も悪い地域で、末端医療施設での母子保健サービスを向上するためにプロジ

ェクトが実施した活動は、容易ではなく、また、効率性を度外視したものであった。母子

保健サービスの向上が最も困難と思われた地域を選んで、投入を行っていることから、プ

ロジェクトの払った人的、物的代償は大きく、決して効率的であったとはいえない。しか

しながら、末端医療施設の改善は、プロジェクトによる介入を機に、自己完結的に今後も

継続される可能性が高く、長い目でみれば、ボトルネックに対し直接支援を行うことは、

効率的であったともいえる。 

  プロジェクトチームは、日本人専門家に加え、インド人のローカルコンサルタント、及

びフィールドコーディネーターが現地採用された。彼らのもつ専門性と、インドの社会的、

文化的背景への理解は、プロジェクト成果の達成に大きく貢献した。 

  特筆すべきは、プロジェクトがフロントラインワーカーの能力強化に焦点をあてたこと

である。これにより、ANM のエンパワーメント、機能強化へと結びつき、必要な環境も

整った。 

  加えて、日本から派遣された短期専門家も、助産技術、総合品質管理（Total Quality 

Management：TQM）、ジェンダー/社会分析、それぞれの分野で専門性を発揮し、ANM の
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能力強化に貢献した。ティカムガル県とダモ―県に派遣されている青年海外協力隊（JOCV）

も、プロジェクトの投入として正式には位置づけられていないものの、SBA 研修や GIS ソ

フトを使った保健マネジメント情報システム（Health Management Information System：

HMIS）の実施促進への支援を通して、プロジェクト活動に寄与した。 

 

(4) インパクト 

プロジェクトの実施により、以下のような正のインパクトが認められた。 

・ プロジェクト成果は、施設改善のための資金 Untied Fund 及び JSY スキームや、県プ

ログラム運営管理者（District Program Manager：DPM）や BPM 等の配置など NRHM

スキームの有効活用により、補われてきた。このような相乗効果は、ANM が提供す

る母子保健サービスの質の向上や施設分娩への需要喚起に結びついた。 

・ プロジェクトのリソースや成果は、国レベルにおいても活用され共有された。例えば、

プロジェクトの人材マネジメント（Human Resource Management：HRM）コンサルタ

ントは、国の基礎的緊急参加ケア（BEmONC）研修のトレーナーとして任命されたほ

か、JSY に関する国家審議委員会（National Task Force for Consultation on JSY）のメン

バーにもなった。さらに、TQM コンサルタントは、Lal Bahadur Shastri National Academy 

of Administration が主催した質的向上に係る国レベルの会議に招待され、プロジェクト

の TQM 活動について発表した。また HMIS コンサルタントは、既存の記録・報告様

式の分析結果を基に、新 NRHM 様式の開発に寄与した。 

・ 設定している指標（妊産婦死亡率）によって、「州保健局によって質の高い母子保健

サービスが提供される」という上位目標が、プロジェクト終了後、数年以内に達成さ

れるかどうかを予測することは難しい。しかし、ANM や関連職種の研修、施設改善、

適切なデータ管理等が MP 州のイニシアティブにより継続されれば、上位目標が達成

される見込みは高い。 

 

(5) 自立発展性 

 母子保健に関連する MDGs 達成に向けて、インド政府のコミットメントは、今後も継続

されると思われる。加えて、プロジェクトは NRHM-RCH-II の中に位置づけられており、

母子保健が優先課題のひとつとされていることから、NRHM に沿って一連の活動が実施さ

れれば、自立発展性は確保される見込みが高い。 

  技術的な側面では、ANM に技術的支援や定期的なサポーティブ・スーパービジョンを

通じたメンタリングを行ううえで、熟練の監督者の役割が非常に重要である。また、州立

保健管理コミュニケーション研究所（State Institute of Health Management &Communication：

SIHMC）などの機関を有効活用した、保健人材の継続的な育成も検討されることが必要と

思われる。 

 

３－３ 結論 

プロジェクト活動がもたらした成果、インパクトは、MP 州のリプロダクティブヘルス改善

に有意義な貢献をしたことが確認された。プロジェクトは、国家政策である国家農村保健計画

（NRHM）に位置づけられ、NRHM に付随した制度、人材、予算などを効果的に活用すること
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により、末端の地域保健人材の強化、地域保健システムの改善を行い、安全で清潔な母子保健

がより住民に近い保健医療施設で提供できる体制を構築した。プロジェクトはまた、ANM（准

看護助産師）の現任訓練を実施し、キャパシティ・ディベロップメントとエンパワーメントに

おいても、大きな成果を上げた。NRHM の具現化に成功したプロジェクトの取り組みは、イン

ド中央政府にも評価され、一部の取り組みは、国家プログラムとして採用されている。 

プロジェクトでは、ANM という末端の医療従事者の現任訓練のため、質の高い訓練教材を

作成した。研修期間を短縮化する一方、研修後の支援的スーパービジョンを充実化させ、現場

での技術指導に重きを置いたことで、研修効果を高めた。また、訓練と同時に、職場環境の改

善、地域社会との連携強化なども行い、ANM のエンパワーメントを促進した。 

保健情報システムの強化のため、プロジェクトの支援によりデザイン・改訂された NRHM の

報告様式は、中央政府により国家標準様式として認定された。母親カードの導入、予防接種カ

ードなどの有効活用を促進したことにより、母子保健サービスの受診促進、受診行動の追跡が

強化された。プロジェクトはまた、コミュニティでの地域保健活動である VHND（村落保健栄

養の日）の効果的実施法についても革新的な取り組みを行った。これらの成果は、相互に関連

し、母子継続ケアを提供するための基盤を強化し、また、より多くの母子が、安全で質の高い

母子継続ケアを受診することを促進した。 

プロジェクトの成果の一部は、MP 州内全域にスケールアップされている。MP 州が実施する

SBA 訓練において、プロジェクトが開発した訓練手法が取り入れられている。また、いくつか

の訓練教材（視聴覚教材）は、既に MP 州が認可し、MP 州内全 50 県に配布される計画である。

さらに、プロジェクト活動の一部は、インド国内のリプロダクティブヘルス改善に貢献して

いる。「SBA 訓練手法パッケージに関する専門家協議会」「JSY に関する国家執行機関」「NRHM

報告様式改訂委員会」などには、プロジェクトのインド人コンサルタントが出席し、国家母子

保健政策への貢献を行っている。また、ハイデラバ－ドにて開催された第 4 回アジア・太平洋

セクシャル・リプロダクティブヘルス会議（2007 年）や、国際助産師学会（2009 年）にて、プ

ロジェクトの成果を国際的に発信している。また、プロジェクトの成果は、第三者機関である

国家保健家族福祉研究所（National Institute of Health and Family Welfare：NIHFW）によって客

観的に評価され、確認されている。 

 

３－４ 促進・阻害要因 

(1) 促進要因 

・ 末端の母子保健継続ケアのサービス提供において、小さなサイクルの Plan-Do-See を行

い、目に見える形での成功体験を末端医療従事者や地域保健行政官に実感させたこと

が、関係者のモチベーションを向上させ、プロジェクト活動を活性化させた。 

・ 現地の社会文化的背景や状況に精通したインド人スタッフがプロジェクト活動を実施

した。 

・ チーフアドバイザーの文化、言語、マネジメント、グループダイナミックスに対する

高い見識が、インド人プロジェクトスタッフの能力を最大限に引き出し、プロジェク

トを円滑に運営した。 

・ ANM の現職訓練の方法（視覚教材、訓練手法など）が的確であった。 

・ 短期間の研修と、研修後のモニタリング、支援的スーパービジョンの組み合わせによ



 

ix 

る高い研修効果の実現。 

 

・ NRHM のファンド（untied fund）と NRHM 人材を活用して末端の地域保健施設の改善

を行うことができた。 

・ JSY スキームとの相乗効果があったことが推察される。 

・ 訓練と同時に、施設の改善、住民組織との協働が始まり、ANM の支援的環境が整え

られたことが、ANM の自信、エンパワーメントにつながり、実際のサービスが改善

されることに結びついた。 

・ 「清潔で安全なお産」を促進するための気運が地域にも、医療施設内の医療従事者に

も広がった。 

・ プロジェクトの小さな成功が、中央保健省に注目され、中央政府を介して全国の州保

健局に通達される形で、スケールアップが進んでいる。州レベルでは、他州へのスケ

ールアップを模索できないため、あえて中央政府を介して、他州への拡大を図る方策

が妥当であった。 

 

(2) 阻害要因 

・ 保健医療人材が恒常的に不足し、また、その配置に地方格差が大きいことが、母子保

健サービスへのアクセスにおいても格差を生んでいる。 

・ 保健人材の中でも、ANM の指導者、監督者が圧倒的に不足している。 

・ 保健医療人材戦略が、国家レベル、州レベルにて整備されることが必要。 

・ ANM、LHV、SN の職務分担があいまいで、各職種が複数の責務を負っている。その

ため、協力体制が取りにくい。 

・ ANM、男性多目的保健要員の職務分担が、必要以上に拡大し、負荷が大きい。とくに

ANM は、助産師としての役割より、地域のアウトリーチの活動として、予防接種、

栄養指導、家族計画カウンセリング、など、多くの職務を抱え、助産の役割に時間と

労力を割けない状況となっている。 

 

３－５ 提言 

上記の結論に基づき、プロジェクト終了までの期間に以下の留意点に基づき活動を実施する

ことが提言される。 

 

(1) パイロット県での知見、教訓、イノベーションの文書化、パッケージ化 

・ 他県、他州、中央政府とプロジェクトの成果、イノベーションを共有するためには、

①プロジェクトのパイロット県の視察を行い、直接、成果を確認すること、②文書化

された情報から共有すること、などが推進されるべきである。 

・ ANM の訓練手法に関しては、訓練マニュアル、支援的監督実施要領、ANM エンパワ

ーメント戦略など、主要な教材を厳選し、パッケージ化して保存することが望ましい。

 

(2) プロジェクトによる介入効果のインパクト評価 

・ プロジェクトによる ANM 現任研修の効果を示すため、プロジェクトが提唱した ANM
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現職訓練手法（2 日間）により育成された ANM20 名と、プロジェクトによる介入を

受けていない ANM20 名において、現場の医療機関でのサービス提供のパフォーマン

ス評価を行い、グループを比較する（Case Control Study）。 

・ TQM/BMW による施設改善が、保健指標に対するインパクトを確認すること。 

・ VHND についても、プロジェクト地域での実施方法の独自性とその成果について、プ

ロセス指標、インパクト指標などによって、示されることが重要。 

 

(3) IEC/行動変容のためのコミュニケーション（Behavior Change Communication：BCC）教

材の増刷 

・ SBA 技術やプロトコールを示したポスターや映像教材などの増刷。 

 

(4) プロジェクトの成果を国レベル、国際レベルへ発信する。 

・ プロジェクトの成果、イノベーションは、①Global Health Workforce Alliance Forum, at 

Bangkok （2011）、②Global Forum for Maternal and Child Health, New Delhi （2010）な

どの国際会議への発信も検討すべき。 

 

(5) 将来的な支援の方向性について 

・ ANM、LHV、SN などの地域保健人材や地域保健ボランティアなどのキャパシティ・

ディベロップメントにより、地域保健システムの一層の強化を図る。訓練手法と教材

を国家基準としてスケールアップするほか、ANM、LHV、SN を訓練、監督すべき人

材の能力強化、エンパワーメントを行う（現行プロジェクトを面的質的にスケールア

ップ）。 

・ HMIS のデータに基づく県レベルでの保健計画の策定、実施、評価の強化。現行プロ

ジェクトの活動の一部として、中央保健省とプロジェクトが連携して、Tikamgarh 県

をパイロットとして HIMS データを用いた保健計画の策定を実施中である（現行プロ

ジェクトの一部の活動を深め、一部活動を全域にスケールアップする）。 

・ GIS を活用した HMIS を更に強化し、県や郡レベルにて地域保健のマネジメント能力

を強化する（現行プロジェクトの一部の活動の継続）。 

 

３－６ 団長所感 

本プロジェクトは、インドの国家政策である NRHM の枠組みの中で母子保健の最前線に立つ

ANM の業務全般（基本的な衛生管理・レポーティング・コミュニティーとの協働等）に光を

当て、ANM のキャパシティ・ディベロップメントに注力したことが特徴であり、制度・財政

支援的なアプローチを取る他ドナーの取り組みとの比較でも特異性を有する。現場発のプロジ

ェクトの成果は、ANM の業務効率化に端を発して国家レベルでのレポーティングフォーマッ

ト改善にもつながった。また、評価調査団のヒアリングでは、プロジェクトの取り組みにより

コミュニティーとの連携が強化されたとの声も聞かれた。このように、プロジェクトは現場発

の取り組みとして大きな成果を上げ、「NRHM の理想を現場で実現した」ものと評価できる。

一方、その特異性、またプロジェクトが外部への発信にはあまり注力してこなかったことも

あり（さらには「アウトソーシング」志向の州政府の意向ゆえに）、これまで州政府も含めプロ



 

xi 

ジェクト外からのプロジェクトに対する認識は十分であったとはいえない。なお、州政府・他

ドナーとの関係については、実施過程において JICA インド事務所・JICA 本部のより積極的な

関与があれば、より広範な認知を得ることが可能であったものと思われる。 

 よって、プロジェクトの残り期間においては、プロジェクトの成果を「公共財」として他の

関係者（MP 州内の他県・州政府・中央・他ドナー）に広げることに力点を置くべきである。

プロジェクト全体の成果が客観的に分かりづらいことも事実であり、今回評価の多くもヒア

リングベースでの主観的情報に基づかざるを得なかった。今後、より広くの層にプロジェクト

の成果を広めるためには、客観的なアウトカムデータに基づく分析・取りまとめが必要であり、

特に ANM のキャパビルについては以下の取りまとめが必要である。 

・ トレーナー・モデレーターのマニュアル・トレーニングモジュール、BC のマニュアル、

トレーニングキットの仕様及び使用法等を文書化し、全体を体系化すること（その際に

は JICA のクレジットを強調する）。 

・ 政策決定者を含むより多く・広い対象の人々の理解を得るためには、保健指標改善に向

けた客観的なデータによる証明が必要（NIHFW のレポートはプロジェクトの直接の裨益

者の意見を把握するのに有用であるが、実際にいかなる保健指標改善につながったのか

を明らかにすることは今後の課題）であり、case control study などで実証すること。 

  

本プロジェクトについては、後続フェーズの要請がなされている。第 2 フェーズまでの成果

を評価したものと考えられるが、あくまでも限られた投入を前提とすると、「アウトソーシング

型」への対応を前提としたプロジェクトの単純な延長・拡大ではなく、第 2 フェーズの成果の

制度化に力点を置いたものとなること（現場での活動を排除するものではないが、あくまでも

制度化を前提としたパイロットベースでの取り組みと位置づけるべき）が検討の大前提であろ

う。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査の経緯と目的 

インドでは人口安定化を国家政策として重視しているが、低開発地域とされている北インドは、

いまだに「多産多死」の状況にある。プロジェクト対象地域であるマディヤプラデシュ（MP）州

は、最貧困州の１つであるとともに、妊産婦及び乳児死亡率は全国平均を大きく下回り、とりわ

け農村部の実態は劣悪である。 

 こうした状況を改善するためインド政府は、第10次5カ年計画（2002-2007）において、妊産婦・

乳幼児死亡率の引下げ目標を含む保健医療の改善を国家の重点課題と位置づけた。これを受けて

中央保健家族福祉省は各州政府に対する財政支援をインセンティブとし農村保健の包括的改善を

めざすNRHM（2005-2012）を発表、同年母子保健分野の中核的推進プログラムとしてRCH-2を開

始した。同政策は第11次5カ年計画（2007-2012）にも引継がれ、引続き地方分権による保健セク

ター改革を通じた農村母子保健の改善が国家政策の重点課題のひとつとして位置づけられている。 

2010年度に実施されたNRHM 5カ年レビューでは、JSYやUntied Fundの導入等により施設分娩率

や医療施設の環境が改善されたとしつつも、乳児死亡率（Infant Mortality Rate：IMR）（2005年

58/1,000 2008年53/1,000）、妊産婦死亡率（Matemal Mortality Rate：MMR）（2001～2003年301/10

万 2004～2006年254/10万）、合計特殊出生率（Total Fertility Rate：TFR）（2005年2.9 2008年2.6）

の改善率は緩慢で当初の目標を2012年までに達成するには相当の努力が必要とされると指摘され

た。今後取り組むべき課題として挙げられたのは、保健人材の不足とガバナンスであり、特に保

健人材の養成研修や技能向上が重点に置かれている。 

こうしたなか、安全な妊娠・出産に関する良質なサービスの利用が増加することを目的に、MP

州保健家族福祉局（DoHFW）をカウンターパート（C/P）機関として、個別専門家派遣と機材供

与による「女性のリプロダクティブヘルスの向上及びエンパワーメントプロジェクト

（2005.9-2006.9）」が、同州 Sagar 地域の 2 県 4 郡をパイロット地区として実施された。この活動

を通じて有効と認められた方法を体系化し、地域全域（5 県 37 郡）に拡大した技術協力プロジェ

クト「MP 州リプロダクティブヘルスプロジェクト（フェーズⅡ）」の R/D が、2006 年 12 月に締

結された。本プロジェクトは、2007 年 1 月から 2011 年 1 月までの 4 年間を協力期間として実施

されており、現在、2 名の長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整兼保健情報管理システム）

が派遣されている。 

プロジェクト活動としては、①ANM を中心としたフロントラインワーカーに対する SBA、 

ANC に係る現任教育、スーパービジョン、②TQM、機材供与を含む施設機能強化、③保健情報

管理強化のための活動、④啓発活動教材の作成、VHND への支援などを行っている。本調査は、

プロジェクトの協力期間が 2011 年 1 月をもって終了するにあたり、活動実績、成果達成レベルの

評価を目的として実施された。 

 

１－２ 調査団の構成 

プロジェクトの評価は日本側調査団 4 名とインド側 2 名の評価委員による合同評価で行われた。

評価委員は以下のとおり。 
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氏 名 所属/役職 

＜日本側＞ 

団  長 原  昌平 JICA 南アジア部 南アジア第一課 課長 

専門分野 萩原 明子 JICA 国際協力専門員 

協力企画 此原 麻希子 JICA インド事務所 企画調査員 

評価分析 佐藤 純子 （株）タックインターナショナル コンサルタント 

＜インド側＞ 

Dr. K.L. Sahu Regional Joint Director, Bhopal and Sagar Division,Department of 

Health and Family Welfare, Government of Madhya Pradesh 

Dr. J.P. Khara 

 

Deputy Director,Immunization, VHND, Pulse Polio Department of 

Health and Family Welfare, Government of Madhya Pradesh 

 

１－３ 調査団派遣日程 

評価団の派遣日程の詳細は以下のとおり。 

 

Date Events 

8/22  Arrival at Delhi (Ms. Sato only) 

8/23                                                      Delhi>Bhopal

Interview to the Project local staff 

8/24  Interview to the Japanese Experts 

                                                  Bhopal>Orccha

8/25  Visit to SHC/PHC/CHC (Niwari) 

                                               Orccha>Tikamgarh

8/26  Interview to CMHO and JOCV 

Visit to CHC/SHC (Jatara) 

                                           Tikamgarh>Chhatarpur 

Interview to DPM (Chhatarpur) 

8/27  Visit to DH for observation of SBA training 

                                               Chhatarpur>Panna

Visit to District Training Centre for observation of SBA training 

8/28  Visit to CHC for observation of sector meeting (Amanganji) 

                                                  Panna> Damoh

8/29  Data Processing (Ms. Sato) 

Arrival at Delhi (Dr. Hagiwara only) 

8/30 Visit to DH for observation of SBA training (Ms. Sato )          

>Damoh 

Attend the Global Maternal Health Conference (Dr. Hagiwara/Ms. Konohara)         

>Delhi

8/31  Visit to SHC/CHC/DH Damoh>Tendukheda

Interview to CMHO/DPM (Damoh) and RJD Damoh>Sagar

9/1  Visit to PHC (Sihora) Sagar>Bhopal
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9/2  Visit to DFID Bhopal Office 

Data Processing 

9/3  Interview to Deputy Director (Maternal Health), Dep. of Health Services 

Interview to the Project local staff 

Visit to NIPI and MP TAST 

9/4  Interview to Japanese experts 

Data processing 

9/5 Interview to Dr. Prajasamma (Nursing Academy) 

Interview to Japanese experts 

Arraival at Delhi (Mr. Hara) 

9/6  Attend the workshop “Assessment of pivotal issues related to infant feeding and child 

nutrition in India” (Dr. Hagiwara) 

Courtesy visit to DEA, Ministry of Finance (Mr. Hara/Ms. Konohara) 

9/7  Meeting with Health Commissioner 

(Internal discussion, Preparation for the Joint Review Meeting) 

9/8  Joint Review Meeting 

(Preparationn for MM and discussion with the Project) 

9/9  Dissemination workshop 

9/10  Visit Ministry of Health and Family Welfare, Government of India  

Report to Embassy of Japan 

Departure from Delhi  
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ 評価計画と調査 

(1) 評価方法 

本評価調査は、日本側、インド側双方による合同評価チームによって、「JICA 事業評価ガ

イドライン（2004 年改訂）」に沿い、以下の手順で行った。 

 

1) 2009 年 11 月に改訂されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix： 

PDM1）に基づき、プロジェクトの達成状況を確認した。立証可能な指標と比較し、成果

及びプロジェクト目標達成度を分析するとともに、投入と活動についても、当初計画と

成果の達成度と照らし合わせて評価を行った。 

2) プロジェクト活動及びプロジェクトの実施プロセスをレビューし、プロジェクトの達成

に対する貢献・阻害要因を分析した。 

3) プロジェクトの成果を評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）

の観点から分析を行った。 

4) 上記結果を基に教訓を導き、プロジェクトの残り期間及び今後の方向性への提言を行っ

た。 

5) 評価結果に関し、日本、インド双方で合意した事項について、協議議事録（Minutes of 

Meeting：M/M）に取りまとめ、合同レビュー会議にて、署名・交換した。 

 

(2) データ収集方法 

本終了時評価調査の分析には、量的・質的データを収集し、使用した。データ収集方法は

以下のとおりである。 

 

1) 文献レビュー 

・ 中間評価報告書 （2009） 

・ プロジェクト実施運営総括表 

・ プロジェクト外部評価報告書 （2010） 

・ National Rural Health Mission （2005-2012） 

・ District Level Household and Facility Survey （DLHS-2） 2002-2004 

・ District Level Household and Facility Survey （DLHS-3） 2007-2008 

・ その他プロジェクト成果品、報告書等 

・ その他関連文書 

2) 質問票調査 

日本人専門家 

3) 主要関係者に対するインタビュー 

・ 地域担当次長 （Regional Joint Director：RJD） 

・ 県医療保健官 （Chief Medical & Health Officers：CMHOs） 

・ 県プログラムマネジャー （District Program Managers - NRHM：DPMs） 

・ ブロック医務官 （Block Medical Officers：BMOs） 
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・ ブロックプログラムマネジャー （Block Program Managers-NRHM：BPMs） 

・ District Level Household and Facility Survey （DLHS-2） 2002-2004 

・ 各レベル・施設の医療従事者［医務官（MO）、看護師、准看護助産師（ANM）、女性

保健員（LHV）、男性保健員］ 

・ JICA インド事務所関係者 

・ 日本人専門家 

・ プロジェクトスタッフ 

・ ブロックコーディネーター （Block Coordinators：BCs） 

・ 開発パートーナー［英国国際開発省（Department for International Development：DFID）、

MP TAST（Madhya Pradesh Technical Assistance Support Team）、ノルウェー・インド連携

イニシアティブ（Norway India Partnersship Intiative：NIPI）］  

・ 青年海外協力隊員 （Japan Overseas Cooperation Volunteers：JOCVs） 

4) プロジェクトサイトの直接観察 

・ 県病院 （District Hospitals：DHs） 

・ コミュニティ保健センター（Community Health Centres：CHCs） 

・ 基礎保健センター （Primary Health Centres：PHCs） 

・ サブ保健センター （Sub-health Centres：SHCs） 

 

２－２ 評価 5 項目  

プロジェクトの活動・実績を以下の評価 5 項目の観点から評価した。 

 

(1) 妥当性 

プロジェクト目標や上位目標が、インド政府の政策、受益者のニーズ、日本の援助方針等

と整合性があるかを検証する。 

 

(2) 有効性 

プロジェクト目標の達成状況、及び、成果がプロジェクト目標達成に貢献しているかどう

かを判断する。 

 

(3) 効率性 

投入の質、量、タイミングを分析し、投入や活動がプロジェクト成果の産出に、貢献した

かどうかを検証する。 

 

(4) インパクト 

プロジェクト実施によりもたらされた正負のインパクトをみる。 

 

(5) 自立発展性 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みがあるか、政策、組織、

財政、技術の観点から検証する。 
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第３章 調査結果 
 

３－１ プロジェクトの投入 

３－１－１ 日本側の投入（詳細は、付属資料１．Annex 1 を参照） 

(1) 専門家 

1) 長期専門家 

長期専門家 2 名（①チーフアドバイザー/保健計画管理、②業務調整/保健管理情報シ

ステム）が派遣された。 

 

2) 短期専門家 

短期専門家 2 名（①ジェンダー・社会分析、②助産技術）が派遣された。 

 

3) ローカルスタッフ 

7 名のインド人スタッフがボパールのプロジェクト事務所に、また 8 名のインド人ス

タッフが県及びブロックレベルのフィールドコーディネーターとして雇用された。 

 

(2) 研修 

1) 本邦研修 

2007 年度に、「アジア地域安全な出産のための助産師研修」に 2 名、「より安全な妊娠

と出産戦略アジア地域ワークショップ」に 2 名が、それぞれ参加した。 

 

2) 第三国研修（ヨルダン） 

2008 年度に、2 名の C/P と、1 名のプロジェクト雇用のローカルコンサルタントが、

ヨルダン・ハシュミット王国（以下、「ヨルダン」と記す）で開催された “The Regional 

Workshop of Sharing Experiences & Learning from Good/Successful Practices in the Islamic 

Communities” に参加した。 

 

3) 国内研修 

国内においても、プロジェクト活動を通じ、各種研修が実施されている。詳細は、付

属資料 1.Annex 2 を参照のこと。 

 

(3) 在外事業強化費 

プロジェクト活動に対して、日本側が支出した各年度の在外事業強化費は、表-1 のとお

りである。 

表－１ 在外事業強化費支出 

（単位：インドルピー） 

2006 年度 

（第 4 四半期）

2007 年度 2008 年度 2009 年度 

 

2010 年度 

（第 1 四半期）

1,756,521 10,042,936 13,139,016 13,907,924 4,288,101 

         出所：プロジェクト活動報告資料 
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３－１－２ インド側の投入 

(1) C/P の配置 

C/P の配置状況の詳細は、付属資料 1.Annex 1 を参照のこと。 

 

(2) プロジェクト運営費用 

インド側からは、プロジェクト運営にあたり、MH カード等の印刷費用、保健施設改善

に伴う費用が負担された。詳細は、付属資料 1.Annex 1 を参照のこと。 

 

３－２ プロジェクトの活動実績と成果達成状況 

成果 1：ANM 及び関連職種が質の高い保健サービスを提供できるようになる。 

成果 1 に係る活動は、PDM1 に沿っておおむね計画どおりに実施された。 

 母子保健サービスに係る各種研修（付属資料１.Annex 2 参照）の実施により、参加者の能力

向上が図られたことは、国家保健家族福祉研究所（National Institute of Health and Family 

Welfare：NIHFW）によるプロジェクトの外部評価及び、本調査における ANM、関連職へのイ

ンタビューからも確認されている。 

 プロジェクトは、研修モジュール及び教材も開発した（付属資料 1.Annex 3 参照）。また、プ

ロジェクトは、国家レベルの熟練出産介助者（SBA）研修方法に係る専門家グループ会議（Expert 

Group Meeting for SBA training methodology）の一員にもなっている。さらに、提供する保健サ

ービスの質を確保するため、プロジェクトでは、BMO、BPM 等 C/P と連携し、スーパービジ

ョンの実施など、ANM に対する継続的な支援を行った。このように、質の高い保健サービス

を提供するための対策を総合的に行うことにより、ANM のモチベーションが高まり、より良

いサービスの提供が可能となった。また能力向上と同時に、職場環境が改善されたことも、ANM

のサービス改善に寄与した。 

 成果 1 に係る活動のスケールアップに関し、次のような前向きな示唆が得られた。 

・ ポスターを含む研修教材を増刷することによって、MP 州において、対象 5 県以外にも活

用されることが期待される。 

・ ANM に対する革新的な教授法及びコーチング法は、文書化し、ANM の研修マニュアルに

盛り込むべきである。それにより、他の県においても、フォローアップのサポーティブス

ーパービジョンだけでなく、2 日間の Core Competency 研修のスケールアップが可能とな

る。 

・ ブロックミーティングやセクターミーティングが、BMO、BPM、BEE のイニシアティブの

下、ANM や関連職種の研修機会として活用されている。このような定期的に行われる活

動を有効活用すれば、新たな研修メカニズムをつくる必要はない。これは、ほかの地域で

も適用できる。 

・ 2 日間の Core Competency 研修、1 日の MH カードのオリエンテーションの方法は、効果的

であると実証された。ダモー県、ティカムガル県では、6 日間の ANM 研修が実施された

が、ほかの 3 県では同研修モジュールと研修期間を修正し、上記研修が実施された。複数

のインタビュー回答者によれば、これら 2 つの研修は集中的、なおかつ実践的で、新しい

技術及び知識を得るには十分であり、また、研修に参加してもほかのルーティン業務に影

響しないため、ANM にとっても適しているとのことであった。 
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・ 6 日間の研修後、その技術的評価が行われ、プロジェクト文書において、その有効性が確

認されている。2 日間の Core Competency 研修についても、技術的評価を実施すべきであ

る。 

・ 州政府は、既に 2 日間の Core Competency 研修の方法論を若干修正したうえで、採用して

いる。 

 

成果 1 に係る指標の達成状況 

指標 1-1 熟練助産者に係る基本的な SBA 知識・技術を習得した ANM 及び LHVs の数 

・ パイロット 2 県（ダモー県・ティカムガル県）においては、ほとんどの ANM（318 名）が、

プロジェクト前半に、ANC 研修を受講した。 

 

表－２ プロジェクトが支援した 21 日間 SBA 研修を通じて、基本

的な SBA 技術を習得した ANMs/LHVs/SNs の数 

県 ANMs LHVs SNs 

ダモ― 60/183（33％） 4/24（17％） 32/32（100％）

ティカムガル 42/243（17％） 10/46（22％） 24/31（77％）

チャタルプル 52/230（23％） 16/25（64％） 21/35（60％）

パンナ 32/186（17％） 12/12（100％） 20/20（100％）

出所： プロジェクト文書 

 

・ NIHFW 外部報告書、本調査のインタビュー、プロジェクトサイトの直接観察でも確認され

たとおり、ANM 及び LHV は、ANC 研修を通して、新しい知識と技術を習得し、それらを

職場で実践している（例：ANC10 項目、パルトグラフの使用）。 

・ ANC 普及率：付属資料 1.Annex 4 のグラフは、各県のブロックごとに ANC 普及率を示し

たものである。ダモ―県のように、プロジェクトの支援後に、著しく普及率が向上したと

ころもあるが、ブロック間で普及率に差があるのが現状である。 

・ 6 日間の ANC 研修において、研修前・後で試験を実施した。図-1 はその例である。研修後

に試験結果が改善したのが分かる。 
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Pre-test                          Post-test 

      
 

指標 1-2 コア・コンピタンスを習得した ANM の数 

・ プロジェクトの後半、主にパイロット 2 県で実施された 6 日間の ANC 研修モジュールは

修正され、core competency 研修（2 日間）、MH カードオリエンテーション（1 日間）が、

チャタルプル県、パンナ県、サガール県で導入された。 

・ ダモ―、ティカムガル、パンナ 3 県で計 625 名の ANM/LHV が研修に参加した（表-3 参照）。

 

表－３ ANC 研修を受けた ANM/LHV の数 

県 

6 日間の ANC 研

修を受けた

ANM/LHV の数 

2 日間の ANC 研修

を受けた

ANM/LHV の数 

ダモ― 192/239（ 80％） - 

ティカムガル 235/318（74％） - 

パンナ 15/218（7％） 183/218（84％）* 

出所：プロジェクト文書 

*183 名の ANM/LHV のほか、パンナ県では 114 名の医療従

事者（MPWs/MPS/ブロックマネジャー）が ANC 研修の初

日に参加した。 

 

成果 2：保健施設（SHC、 PHC、 CHC）において質の高い母子保健サービスが提供できるよ

う職場環境が改善される。 

 成果 2 の達成に向けても、活動は着実に実施されてきた。清潔で安全な分娩を可能にする施

設管理について、プロジェクトでは、インド政府の公衆衛生基準（IPHS）に準拠する産科病棟

の改善に向け、適切なガイダンス（付属資料 1.Annex 2 参照）の実施や図解入りガイドライン

（Illustrated Guideline）や IEC 教材の開発を行った。 

また、プロジェクトは、IPHS に準拠した基準にて地域保健施設を改善する活動を支援した。

施設の改修、修復、必要最低限の機材や家具の購入、施設に係る総合的品質管理に施設長（BMO）

平均値=19.7637 
標準偏差=6.3162 
度数=256 

平均値=26.6502 
標準偏差=6.2621 
度数=253 

度数 度数 

図－１ ANC 研修前・後の試験結果の比較 
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や（施設改修を含む各種ファンド運用に係る）委員会のメンバーらと協同であたってきた。そ

の結果、いくつかの保健施設は、IPHS の認定施設として認定を受けた。 

医療廃棄物（BMW）処理についても進展がみられた。プロジェクトは、BMW に係るオリエ

ンテーション（付属資料 1.Annex 2）を実施した。また、州公害管理委員会（MP-PCB）と連携

し、地域レベル（Gwalior、 Vidisha）で同委員会が主催したワークショップに、プロジェクト

から講師を派遣するなど、技術的支援を行った。 

 地理情報システム（Geographic information system：GIS）の導入も保健施設の改善を図るうえ

で有効であった。同システムにより、産科病棟や BMW 処理の状況がブロックごとに地図化さ

れたことで、地元当局が施設改善に対するニーズを認識するに至った。このことは、必要なス

テップを視覚化し明示することの重要性を示している。保健施設長のみならず、さまざまな職

種のワーカーが、他の施設との比較により、自身の施設の改善状況を把握するなど、視覚化が

保健施設改善のプロセスを加速化させたと報告されている。 

 ほかに留意すべき事項として、NRHM の Untied Fund や BPM や DPM など、関連職種の配置

が挙げられる。保健施設の改善においては、上記要素と相まって、プロジェクトの投入が最大

限生かされたといえる。強調すべきは、BPM や BMO の機能は、プロジェクトにより選抜、研

修、指導された BC との定期的なやり取りにより、強化され促進されたことである。 

 

成果 2 に係る指標の達成状況 

指標 2-1 IPSH 基準（清潔なお産を可能にする施設・器材の衛生管理基準）を満たした保健施

設の数 

表－４ 産科病棟状況 

2010 年 3 月現在 

県 
No.of 

CHCs 

Duty 

Roaster 

5 trays 4 corners 

ダモ― 7 6（86％） 7（100％） 5（71％）

ティカムガル 6 2（33％） 1（17％） 2（33％）

パンナ 6 2（33％） 1（17％） 2（33％）

チャタルプル 10 2（20％） 0 （0％） 1（10％）

サガール 11 9（82％） 8（73％） 8（73％）

出所：プロジェクト文書 

 

表－５ BMW に必要な条件を満たしている CHC の数 

2010 年 3 月現在 

県 
No.of 

CHC  

Color coded 

bins 

Sharp pit Deep Burial 

pits 

ダモ― 7 5（71％） 5（71％） 7（100％）

ティカムガル 6 1（17％） 2（33％） 0 （0％）

パンナ 6 1（16％） 6（100％） 3（50％）

チャタルプル 10 0 （0％） 2（20％） 1（10％）

サガール 11 9（82％） 9（82％） 9（82％）

出所：プロジェクト文書 
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サガール地域 CHC における産科病棟の組織状況（詳細は付属資料 1.Annex 6 参照） 

 

 

 

サガール地域 CHC における BMW 処理状況（詳細は付属資料 1.Annex 6 参照） 

 

 
 

 

成果 3  ANM が有能なデータ管理者となる。 

 成果 3 の活動についても、一連の研修が行われ（付属資料 1.Annex 2 参照）、ANM はデータ

管理に必要な訓練を受けた。 

 プロジェクトは、中央政府が国家標準の唯一の様式として表明した新 NRHM 報告様式の導入

にあたり、同様式のデザインと改訂作業を支援した。プロジェクトは、国家レベルの「NRHM

報告様式改訂に係る専門家グループ会議（Expert Group Meeting for revising NRHM reporting 

format）」のメンバーでもある。プロジェクトでは、ブロックレベルにおいて ANM/SN を対象

に、また地域レベルでデータ管理者（BPM、DEO 等）を対象とした同報告様式の導入に係るオ

リエンテーションを実施した（付属資料 1.Annex 2 参照）。 

 プロジェクトは、MH カードの導入を行った。これにより、母親一人ひとりの母子保健サー

ビスの受診行動の追跡が可能となり、ANC サービスの受診促進に役だった。NIHFW による外

部評価やインタビューによれば、ANM は、母親の ANC・産後ケア（Post Natal Care：PNC）健

診用に MH カードを使用しており、これにより、母親個人の状態を理解し、リスクの高い妊娠

についても、容易に発見し、適切な処置が可能になったとしている。出産時のケア（Intranatal 

2009 年 12 月 2010 年 3 月 

出所：プロジェクト文書 

2009 年 12 月 2010 年 3 月 

出所：プロジェクト文書 

図－３ BMW 処理状況 

図－２ 産科病棟の組織状況 



 

－12－ 

care：INC）については、多くの施設で政府が開発した助産記録カード（Obstetric Record Card）

を使用しているが、プロジェクトでは、同カードの記入法についてもガイダンスを行った。 

 各施設において収集されたデータは、月例報告書にまとめられ、ブロックレベル以上に期日

どおりに提出されている。これらの情報は、コンピュータで管理され、今後の活動のために分

析されている。プロジェクトでは、GIS を活用したエビデンスに基づく計画管理（EBPM）に

おいてもイニシアチブを発揮し、州が母子保健に関連する主要な事項について、地図に表示す

るのを支援した。 

 評価チームによって、定期的なモニタリングが、BC（プロジェクト雇用）、BPM（NRHM 予

算で配置）、BEE（GoMP の正規ポスト）、BMO（GoMP の正規ポスト）らにより、合同で行わ

れており、ブロックミーティングやセクターミーティングの機会に、モニタリング結果や必要

な指導を ANM に与えていることが確認された。またプロジェクトは、BMO の補佐として

NRHM により新たに創設された BPM に対しても、監督に係る指導を行った。 

 更なる改善点としては、ANM や関連職種が、記録を適切に行うよう徹底することが必要で

ある。複数の保健施設において、必要な情報が正しく記録されていないケースが散見された

（例：パルトグラフ未作成、血圧、脈拍の記入漏れ）。 

 

成果 3 に係る指標の達成状況 

指標 3-1 定期的に適切なフォーマットを用いて報告書を提出している ANM/LHV の数 

・ MH カードを使用している ANM の数：308/488（63％）（21 ブロック） 

・ 対象 5 県において、新報告様式に関する研修を受けたデータ収集者の数（詳細は付属資料

1.Annex 5 参照）は以下のとおり。 

ANMs： 867/1,163（75％）  

MPWs： 487/649（75％） 

Supervisors： 233/284（82％）  

Staff Nurses： 16/89（18％）  

・ 対象 5 県において、新報告様式に関する研修を受けたデータ管理者の数：109 名 

指標 3-2 正確な情報に基づいて業務管理を実施しているブロックの数 

37/37 ブロック（100％）が新 NRHM 様式で定期報告を行っている。 

指標 3-3 ブロックレベルからのサポーティブ・スーパービジョンの実施数 

31 ブロックの BPM が SHC のモニタリングを行っている。プロジェクトは、BPM に対し、2

日間のオリエンテーションを実施し、監督の視点を指導した。 

 

成果 4  ANM のコミュニケーション能力が高められる。 

 コミュニティにおける母子保健サービスを提供するうえで、ANM のコミュニケーション能

力は、特に「村落保健栄養の日（VHND）」の実施を通して強化され、母子の健康に対するコミ

ュニティの意識、支援が高まったと確認された。 

 プロジェクトは、州保健家族福祉局（DoHFW）と連携し、VHND を支援した。これについて

は、プロジェクト雇用の BC が BMO、BPM と協力し、コミュニティへの働きかけを行う重要な

役割を果たした。インタビューを通じ、複数の BC は、VHND 活動を推進するうえで鍵となるの

は、村議会（PRI）メンバーなど、コミュニティリーダーの協力を得ることだと答えている。 
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プロジェクトは、VHND 実施マニュアルや IEC 教材も開発した。実施方法を視覚マニュアル

化したビデオは、ヘルスワーカーや PRI メンバーが、VHND 活動を理解するのに有効であった。

6 日間の ANC 研修では、ロールプレイやポスタープレゼンテーションも取り入れたが、これら

は、ANM のコミュニケーション能力を強化するのに役だった。 

上述のとおり、一連の支援を得ることにより、ANM はアウトリーチ活動における自身の役

割を明確に理解し、成果 1、2、3 の活動から得た知識と技術を最大限活用し、質の高いサービ

スを提供した。インタビューを受けた医務官（Medical Officer：MO）の一人は、ANM のコミ

ュニケーション能力の向上は、病院へのレファラル数の増加に表れているとしている。ANM が

リスクの高い妊娠を自身で処置できない場合、母体の詳細情報を付記し、上位施設である病院

に搬送する。これにより、病院の医師は母体の状態を正確に理解することができる。 

VHND を通じて ANM から質の高いサービスが提供されたことは、コミュニティの ANM に

対する信頼、そして、ANM 自身にとっても、コミュニティにおける保健サービス提供者とし

ての自信につながった。これは、プロジェクトの最も大きな成果のひとつといえる。なぜなら、

ANM は、コミュニティのアウトリーチ活動を持続するうえで、重要なアクターだからである。 

 

成果 4 に係る指標の達成状況 

指標 4-1 村落保健栄養の日（Village Health Nutrition Day：VHND）の実施数 

VHND 活動が定期的に実施されている（毎週火曜日と金曜日）。ANM は、VHND を通して、

ANC 健診、マラリアなど他の疾病のスクリーニング、家族計画カウンセリング、子どもの予防

接種等、一連のサービスを提供している。 

 

成果 5 パイロット地域におけるプロジェクトの成果及び教訓が州全体に普及される。 

 プロジェクトの経験及び教訓は、デリーにおける保健政策会議や開発パートナー会議等の機

会を利用して、中央の保健家族福祉省や他の開発パートナーと共有された。保健家族福祉省の

要請に応え、プロジェクトは、MP 州におけるプロジェクトサイト訪問を調整し、プロジェク

ト活動を共有した。その意味において、プロジェクトは、国家保健政策に間接的に寄与したと

いえる。 

 プロジェクト成果は、すべての BMO が出席する県レベルの月例会議でも共有された。さら

に、ブロックミーティングやセクターミーティングにおいても、プロジェクト成果は見て取れ

る。これらの定例会議では、プロジェクトから支援を受けた BMO 等の監督者によって、ANM

に必要な技術移転や直接指導が行われている。 

 スケールアップについては、以下の点がプロジェクトの成果として挙げられる。 

・ プロジェクトの働きかけにより、DoHFW がエビデンスに基づく計画管理のため、GIS を

活用しはじめた。 

・ 以下の図解入りガイドラインが、2008 年、州政府により州の標準ガイドラインとして、採

用された。 

① Illustrated Guideline to operationalise Delivery Care at District Hospital/Community Health 

Centre/Primary Health Centre 

② Illustrated guideline to operationalise Maternal Health Care at Sub Health Centre 

・ プロジェクトは、SHC が通常分娩施設として認定するためのチェックリスト草案づくりを
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支援した。 

・ ANM による ANC 実施項目、CHC の産科病棟整備、ANM による VHND 実施に焦点をあて

た SHC/CHC に係る 3 つの視聴覚教材が州に採用された。 

・ 妊産婦健診、分娩第 3 期における積極的管理（Active Management of the Third Stage of Labor： 

AMTSL）、サブ保健センターのプロトコールに関するポスターが州政府によって採用され

50 県に配布された。 

・ 産前健診、産後健診、分娩第三期の積極的処置、サブ保健センター（SHC）プロトコール

などのポスターは、MP 州に採用され、MP 州全件 50 県に配布された。 

 

成果 5 に係る指標の達成状況 

指標 5-1 プロジェクト成果が紹介された県の数 

プロジェクト成果の中で、MH カード、報告様式、BMW 等は、5 県すべてに普及された。 

加えて、いくつかのプロジェクト活動は、MP 州政府により引き継がれている。例えば、プ

ロジェクトにより、開発され 5 県でテストされた SBA 研修方法は、州レベルの TOT を通じて、

他の県に普及された。①ヘルスポストにおける産前ケア（ANC）、②CHC/PHC における産科病

棟整備、③VHND 実施方法に関する視聴覚教材は、州に承認され、MP 州 50 県に配布された。

4）BMW についても完成後、配布される予定である。視聴覚教材の一部は、MP 州外でも使用

されている。 

 プロジェクト成果は、中央レベルにおいてもインパクトを与えた。プロジェクトは、新 NRHM

報告様式のデザインと改訂作業を支援し、中央政府は同様式を国家標準の唯一の様式として表

明した。また、プロジェクトのインド人コンサルタントは、国家レベルの①SBA 研修パッケー

ジ再検討のための専門家グループ会議、②JSY 再検討委員会に、専門家として参加するなど、

徐々に国家レベルの母子保健課題にも影響を与えた。また、プロジェクト成果は、ハイデラバ

ードで開催された国際会議：① 4th Asia Pacific Conference on Sexual, Reproductive Health and 

Rights （2007）、② International Conference on Midwifery （2009） でも発表された。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成 

プロジェクト目標：安全な妊娠・出産に関する良質なサービスの利用が増加する 

 母子保健サービスの質は、プロジェクトにより ANM の能力強化が図られたことで、改善し

た。このことは、以下の点からも裏づけられている。 

・ SHC/PHC/CHC がインド政府の公衆衛生基準（IPHS）を満たしている。これはすなわち、

質の高いサービスがこれらの施設で利用可能であることを意味する。 

・ サービスの向上は、施設改善や必要な資機材の購入において、施設改善を含め、各種ファ

ンド運用について検討する委員会と保健施設の双方の連携によってもたらされたもので

ある。 

・ ANM がサービス提供者として、エンパワーメントされ、自信をつけた。ANM の活動を支

える環境を整備したことも重要である。 

・ リスクの高い妊婦のレファラル件数が増加した。これはすなわち、ANM がハイリスクケ

ースをより正確に判断できるようになったことを意味する。 
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 6 日間の ANC 研修では、研修前後に実施する試験により、知識レベルの変化を監視すること

ができたが、こうした量的評価は、2 日間の Core competency 研修では、実施されなかった。 

 

３－４ プロジェクトの実施プロセス 

(1) プロジェクトマネジメントとモニタリング 

 日本人専門家に加えて、プロジェクトではインド人コンサルタントとブロックコーディネ

ーター（BC）を配置した。プロジェクトは、彼（女）等のもつ専門性、ネットワークを、プ

ロジェクト活動のスムーズな実施と、地元関係者との交渉に生かすことができた。プロジェ

クトの初期段階では、上記プロジェクトスタッフが研修や技術指導、必要な調整作業におい

て主導的役割を果たしていたものの、C/P が徐々にその役割を担うようになってきている。

例えば、ブロックミーティングやセクターミーティングは、ANM の研修機会として利用さ

れているが、これらは BMO や BPM が中心となって、プロジェクトスタッフ、特に BC と協

議しながら行っている。 

 総じてプロジェクト活動は、PDM に沿って実施されてきた。プロジェクトは、国家農村保

健計画（NRHM）の枠組みに位置づけられているため、相手国政策との整合性から、臨機応

変に対応する場面もあった。プロジェクトの進捗は、デリーにおけるさまざまな会合の席で、

相手国政府関係者、他の開発パートナーと共有された。 

 終了時評価時点で、合同調整委員会（Joint Coodinating Committee：JCC）が 3 回（2007 年、

2008 年、2009 年）開催されている。JCC において、インド側 C/P、プロジェクトチーム、JICA

事務所代表により、プロジェクト活動の年間レビューと、次年度の活動計画が共有された。 

 

(2) プロジェクト対象者の参加度 

 プロジェクトの戦略は、ANM のエンパワーメント、機能強化に焦点をあて、ANM が質の

高い母子保健サービスを提供するための環境づくりを行った。これは、政府の NRHM を通じ

た、Untied Fund（施設改善のための活動支援資金）や JSY（施設分娩に対する補助金）等の

金銭的インセンティブ、DPM や BPM など人材配置といった外部要因との相乗効果により、

ANM のサービス向上に結びついたといえる。このようなプロジェクトの正のインパクトに

より、ANM のモチベーションやコミットメントは更に強まり、結果として、質の高いサー

ビスに対するコミュニティの需要、母子保健サービス推進に向けた協力につながった。PRI

メンバーなど、コミュニティリーダーの巻き込みも、活動の実施促進の鍵となった。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価 5 項目による評価結果 

４－１－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下の観点から非常に高いといえる。プロジェクトは、国家プ

ログラムである NRHM-RCH-II の枠組みの中に位置づけられる。同プログラムでは、母子保健

は優先課題に挙げられ、公平性の観点からも、基本的な保健医療サービスシステムの向上は、

重点政策に掲げられている。プロジェクトは、NRHM のミッションを実現すべく、サービス、

マネジメント、コミュニティの動員を強化し、サービスの恩恵を受けにくい脆弱な人々、特に

農村部における質の高い母子保健サービスへのアクセス向上を目的としている。 

プロジェクトは、またグローバル・ヘルスとも整合性がある。グローバル・ヘルスにおいて

は、ミレニアム開発目標（Millenium Development Goals：MDGs）のゴール 4（乳幼児死亡率の

削減）、ゴール 5（妊産婦の健康の改善）の達成には更なる努力が必要なことから、母子保健は

特に留意されている。世界の妊産婦死亡率のうち、50％はサブサハラ・アフリカ諸国、35％を

南アジアが占めているのが現状である。MDG5 の達成については、特に①エビデンスに基づき

効果が実証された母子保健対策のスケールアップ、②基本的保健医療サービスの公平な分配、

③開発パートナーと被援助国が協同で、より良い結果に向け取り組むことが重視されている。 

最も有効な対策のひとつとして周知されているのが、出産介助者（SBA）立ち会いによる出

産の奨励である。WHO に本部を置く GHWA（Global Health Workforce Alliance） などが中心と

なって、あらゆるレベルの保健施設において、SBA の育成、配置、就労環境・条件の改善など

の重要性を説いている。プロジェクトでは、最もその実施が難しい農村部で SBA の能力強化と

就労環境の改善に挑んでおり、世界が取り組んでいる保健人材への取り組みの最先端をいくも

のである。 

プロジェクトは、日本の援助政策とも合致している。保健と開発に関するイニシアティブ

（2005 年）、G8 北海道洞爺湖サミット（2008 年）においても、日本は、母子保健推進のため、

保健システムの強化及び保健人材の能力強化に、コミットメントと協力を一層拡充すると表明

した。また JICA も「基本的社会サービスの向上」を対インド援助政策の重点分野とし、保健

医療プログラムの中に、母子保健改善に向けた対策を位置づけている。 

 対象地域選択については、MP 州は、妊産婦死亡率及び乳幼児死亡率が全国平均を大きく上

回り1、中央保健家族福祉省から、特に指標の悪い 18 州のうちの１つとして、優先支援地域に

位置づけられている2。特にプロジェクト対象地域である、Sagar 地域は指標が低い。さらに ANM

は、コミュニティに保健サービスを提供する重要な役目を担っているにもかかわらず、これま

で能力強化の機会が限られていた。以上の観点から、対象地域及びターゲットグループ選定に

おいて、本プロジェクトは妥当であるといえる。 

 

４－１－２ 有効性 

 プロジェクトの「成果」がいかに「プロジェクト目標」に貢献しているかという点で、一部

改善・強化の余地があるものの、プロジェクトは有効であることが認められた。 
                                                        
1 MP 州の妊産婦死亡率及び乳幼児死亡率は、それぞれ 335（全国平均 254）、70（全国平均 53）である。（Central Bureau of Health 

Intelligence, Status of Mortality Statistics Reporting in India 2004-2006、2008） 
2 Ministry of Health and Family Welfare, NRHM 2005-2012 
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 ほとんどの活動は、PDM に沿って実施され、その有効性は、ANC 健診、産科病棟や BMW

改善による施設管理、VHND を通じたアウトリーチ活動に顕著にみられたが、これらは、いず

れも ANM の重要な業務である。ANM は、プロジェクトの支援により母子保健サービスを向上

させたが、それは ANM の仕事に対するコミュニティの評価、また ANM 自身のエンパワーメ

ント、自尊心の獲得へと結びついた。 

「図解入りガイドライン（Illustrated Guidelines for MH services in SHCs/ Illustrated Guideline for 

Maternity Wing in DHC/CHC/PHC）」「ANC 健診 10 項目」「VHND 実施マニュアル」等の教材の

開発は、フロントラインのワーカーたちに、「どのように行うか」明快な指示を与え、質の高

いサービスの実践に非常に有効だったことが証明された。 

 また PRI メンバーのようなコミュニティリーダーを積極的に巻き込むことにより、VHND の

実施促進へとつながり、コミュニティの住民に対し、ANM が提供する母子保健サービスの利

用を奨励するうえでも有効であった。 

 したがって、上述したすべての成果の相乗効果が、ANM の母子保健サービスの質の向上に

寄与したといえる。事実、それらはすべて、ANM のルーティン業務の重要な要素であり、必

然的に ANM が実践したといえる。またプロジェクトの取ったアプローチは、ANM をエンパワ

ーメントするうえで、非常に有効であった。政策、マネジメント、コミュニティでのサービス

提供など、各段階に働きかける包括的な保健システムの強化に取り組むことで、ANM が住民

に見える形でコミュニティの保健システムに変化をもたらした。その結果、住民は、ANM の

役割を再認識するとともに、彼女たちの仕事を評価し、より良いサービスへの需要を喚起する

といった、コミュニティヘルス改善に正のサイクルを生み出した。 

 プロジェクト成果の更なるスケールアップに向け、強化の余地がある分野としては、ANM の

研修システムの標準化及び制度化、ANM の役割、責任の明確化、県間の調整等である。これ

らの実現には、州政府がより一層イニシアティブを発揮することが求められる。 

 

４－１－３ 効率性 

 プロジェクトの投入は、質、量、タイミングともに適切であり、成果達成のために有効活用

されていることから、効率的であったといえる。 

 プロジェクトチームは、2 名の日本人専門家と、6～7 名のローカルコンサルタント、8～9 名

のフィールドコーディネーターが現地採用された。彼らの専門性と、インドの社会的、文化的

背景への理解は、プロジェクト成果の達成に大きく貢献した。 

 特筆すべきは、プロジェクトがフロントラインワーカーの能力強化に焦点をあてたことであ

る。これにより、ANM のエンパワーメント、機能強化へと結びつき、必要な環境も整った。 

 加えて、日本から派遣された短期専門家も、助産技術、TQM、ジェンダー/社会分析、それぞ

れの分野で専門性を発揮し、ANM の能力強化に貢献した。 

 ティカムガル県とダモ―県のプログラムマネジメントユニットや県病院に派遣されている青

年海外協力隊（JOCV）も、プロジェクトの投入として正式には位置づけられていないものの、

SBA 研修や GIS ソフトを使った HMIS の実施促進への支援を通して、プロジェクト活動に寄与

した。 
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４－１－４ インパクト 

 プロジェクトの実施により、以下のような正のインパクトが認められた。 

・ 前述のとおり、プロジェクト成果は、Untied Fund 及び JSY スキームや、DPM や BPM 等の

配置など、NRHM スキームの有効活用により、補われてきた。このような相乗効果は、ANM

が提供する母子保健サービスの質の向上や施設分娩への需要喚起に結びついた。その好例

として、本調査のインタビュー回答の中には、コミュニティの住民が、従来、分娩を希望

した県病院ではなく、サービスが改善した下位レベルの保健施設にやって来るようになっ

たという意見も聞かれた。 

・ プロジェクトのリソースや成果は、国レベルにおいても活用され共有された。例えば、プ

ロジェクトの HRM コンサルタントは、国の基礎的緊急参加ケア（BEmONC）研修のトレ

ーナーとして任命されたほか、JSY に関する国家審議委員会（National Task Force for 

Consultation on JSY）のメンバーにもなった。さらに、TQM コンサルタントは、Lal Bahadur 

Shastri National Academy of Administrationが主催した質的向上に係る国レベルの会議に招待

され、プロジェクトの TQM 活動について発表した。また HMIS コンサルタントは、既存

の記録・報告様式の分析結果を基に、新 NRHM 様式の開発に寄与した。 

・ 設定している指標（妊産婦死亡率）によって、「州保健局によって質の高い母子保健サービ

スが提供される」という上位目標が、プロジェクト終了後、数年以内に達成されるかどう

かを予測することは難しい。しかし、ANM や関連職種の研修、施設改善、適切なデータ管

理等が MP 州のイニシアティブにより継続されれば、上位目標が達成される見込みは高い。 

 

４－１－５ 自立発展性 

 母子保健に関連する MDGs 達成に向けて、インド政府のコミットメントは、今後も継続され

ると思われる。加えて、プロジェクトは NRHM-RCH-II の中に位置づけられており、母子保健

が優先課題のひとつとされていることから、NRHM に沿って一連の活動が実施されれば、自立

発展性は確保される見込みが高い。 

 技術的な側面では、ANM に技術的支援や定期的なサポーティブ・スーパービジョンを通じ

たメンタリングを行ううえで、熟練の監督者の役割が非常に重要である。また、州立保健管理

コミュニケーション研究所（State Institute of Health Management & Communication：SIHMC）な

どの機関を有効活用した、保健人材の継続的な育成も検討されることが必要と思われる。 
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第５章 結論 
 

インド政府は、国家農村保健ミッション（NRHM）にて、妊産婦ケア、出産をより住民に近い

保健施設にて提供するよう推奨しており、SHC、PHC、CHC で包括的な妊産婦ケアを実施できる

体制を整えることが喫緊の課題とされている。主要関係者や関係団体との面談、聞き取り、調査

票及び現地踏査による情報収集の結果、プロジェクトによる成果、インパクトは、MP 州のリプ

ロダクティブヘルス改善に有意義な貢献をしたことが確認された。プロジェクトは、国家政策で

ある国家農村保健計画（NRHM）に位置づけられ、NRHM に付随した制度、人材、予算などを効

果的に活用することにより、末端の地域保健人材の強化、地域保健システムの改善を行い、安全

で清潔な母子保健がより住民に近い保健医療施設で提供できる体制を構築した。プロジェクトは

また、ANM（准看護助産師）の現任訓練を実施し、キャパシティ・ディベロップメントとエンパ

ワーメントにおいても、大きな成果を上げた。NRHM の具現化に成功したプロジェクトの取り組

みは、インド中央政府にも評価され、一部の取り組みは、国家プログラムとして採用されている。 

プロジェクトでは、ANM という末端の医療従事者の現任訓練のため、質の高い訓練教材を作

成した。また、訓練手法においても参加型娯楽教育を取り入れるなど、訓練効果を最大限に引き

出すためのイノベーションが提案され、実施された。研修期間を短縮化する一方、研修後の支援

的スーパービジョンを充実化させ、現場での技術指導に重きを置いたことで、研修効果を高めた。

現場にて研修の内容を参照できるよう、ポスターを作製し、分娩室などに掲示したことで、研修

後も技術が定着することを促した。また、訓練と同時に、職場環境の改善、地域社会との連携強

化なども行い、ANM のエンパワーメントを促進した。 

質の高い母子保健サービスを提供するために、サブ保健センター（SHC）、基礎保健センター

（PHC）、コミュニティ保健センター（CHC）など、地域保健センターにて、NRHM 人材、住民

組織と医療スタッフが協働して、施設、サービスの改善に取り組んだ。 

プロジェクトでは、保健情報システムの強化にも成果を上げた。プロジェクトの支援によりデ

ザイン・改訂された NRHM 報告様式は、中央政府により国家標準様式として認定された。プロジ

ェクトでは、この新様式の記入法についての訓練も MP 州内全域にて実施し、運用の普及を推進

している。コミュニティでの地域保健活動である VHND（村落保健栄養の日）の効果的実施法に

ついても革新的な取り組みを行った。これらの成果は、相互に関連し、母子継続ケアを提供する

ための基盤を強化し、また、より多くの母子が、安全で質の高い母子継続ケアを受診することを

促進した。 

プロジェクトの成果の一部は、MP 州内全域にスケールアップされている。MP 州が実施する

SBA 訓練において、プロジェクトが開発した訓練手法が取り入れられている。また、いくつかの

訓練教材（視聴覚教材）「ヘルスポストでの産前健診」「地域保健施設の産科病棟の改方法」「VHND

の効果的実施方法」などの教材は、既に MP 州が認可し、MP 州内全 50 県に配布される計画であ

る。 

さらに、プロジェクト成果は、インド国内のリプロダクティブヘルス改善にも貢献している。

「SBA 訓練手法パッケージに関する専門家協議会」「JSY に関する国家執行機関」「NRHM 報告様

式改訂委員会」などには、プロジェクトのインド人コンサルタントが出席し、国家母子保健政策

への貢献を行っている。また、ハイデラバッドにて開催された第 4 回アジア・太平洋セクシャル・

リプロダクティブヘルス会議（2007 年）や、国際助産師学会（2009 年）にて、プロジェクトの成
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果を国際的に発信している。プロジェクトの成果は、第三者機関である NIHFW によって客観的

に評価され、確認されている。 

プロジェクトが成果を発現するための促進要因、阻害要因は、以下のように考察された。 

 

(1) 促進要因 

・ 末端の母子保健継続ケアのサービス提供において、小さなサイクルの Plan-Do-See を行

い、目に見える形での成功体験を末端医療従事者や地域保健行政官に実感させたことが、

関係者のモチベーションを向上させ、プロジェクト活動を活性化させた。 

・ 現地の社会文化的背景や状況に精通したインド人スタッフがプロジェクト活動を実施

したこと。インドの農村地域では、特に文化社会的規範への理解が重視される。 

・ チーフアドバイザーのインド文化、言語、マネジメント、グループダイナミックスに対

する高い見識が、インド人プロジェクトスタッフの能力を最大限に引き出し、プロジェ

クトを円滑に運営した。 

・ ANM の現職訓練の方法（視覚教材、訓練手法など）が的確であった。 

・ ビデオ教材は、ANM の訓練教材としても、また、住民参加の促進にも、効果的であった。 

・ 研修内容は、ミニマムのパッケージとし、短縮した形で提供し、研修後のフォローアッ

プに重点を置いたことが、研修の効果を高めた。 

・ ANM 研修を通じ、講師と受講者にラポールが形成された。 

・ NRHM のファンド（untied fund）を活用して末端の地域保健施設の改善を行うことがで

きた。 

・ NRHM により資金だけでなく、郡プログラムマネジャー（Block Program Manager）や、

データ入力員なども配置され、地域保健施設や地域保健活動の活性化が促進された。 

・ JSY スキームとの相乗効果があったことが推察される。JSY では、貧困層の施設分娩を

促進する一方、プロジェクトでは、地域母子保健施設で提供されるサービスを質的に向

上させた。 

・ 地域組織と保健施設間に有機的な関係性を築いたことが、プロジェクトの効果を高めた。

プロジェクトが育成、配置した、BC（Block Coordinators）（９名）が、活動のキーとな

った。 

・ 訓練と同時に、施設の改善、住民組織との協働が始まり、ANM の支援的環境が整えら

れた。訓練＋支援的環境が、ANM の自信、エンパワーメントにつながり、実際のサービ

スが改善されることに結びついた。 

・ 「清潔で安全なお産」を促進するための気運が地域にも、医療施設内の医療従事者にも

広がった。 

・ 現場の医療従事者のやる気を引き出した。住民の「質の高い保健医療サービス」に対す

る需要を形成した。 

・ GIS の導入が、施設改善への取り組みの動機づけを高めた。 

・ プロジェクトの小さな成功が、中央保健省に注目され、中央政府を介して全国の州保健

局に通達される形で、スケールアップが進んでいる。州レベルでは、他州へのスケール

アップを模索できないため、あえて中央政府を介して、他州への拡大を図る方策が妥当

であった。 
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(2) 阻害要因 

・ 保健医療人材が恒常的に不足し、また、その配置に地方格差が大きいことが、母子保健

サービスへのアクセスにおいても格差を生んでいる。 

・ 保健人材のなかでも、ANM の指導者、監督者が圧倒的に不足している。 

・ 保健医療人材戦略が、国家レベル、州レベルにて整備されることが必要。 

・ ANM、LHW、SN の職務分担があいまいで、各職種が複数の責務を負っている。そのた

め、協力体制が取りにくい 

・ ANM、男性多目的保健要員の職務分担が、必要以上に拡大し、負荷が大きい。とくに

ANM は、助産師としての役割より、地域のアウトリーチの活動として、予防接種、栄養

指導、家族計画カウンセリングなど多くの職務を抱え、助産の役割に時間と労力を割け

ない状況となっている。 
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第６章 提言 
 

上記の結論に基づき、プロジェクト終了までの期間に以下の留意点に基づき活動を実施するこ

とが提言される。 

 

(1) パイロット県での知見、教訓、イノベーションの文書化、パッケージ化 

・ 他県、他州、中央政府とプロジェクトの成果、イノベーションを共有するためには、①

プロジェクトのパイロット県の視察を行い、直接、成果を確認すること、②文書化され

た情報から共有すること、などが推進されるべきである。プロジェクトの残り実施期間

中には、視察のアレンジも可能であるが、終了後にもプロジェクトによる活動の革新的

な特徴を理解できるよう、文書や映像記録などに、プロジェクトの成果を加工し、共有

財産として活用できる形にすることが重要である。 

・ ANM の訓練手法に関しては、訓練マニュアル、支援的監督実施要領、ANM エンパワー

メント戦略など、主要な教材を厳選し、パッケージ化して保存することが望ましい。 

 

(2) プロジェクトによる介入効果のインパクト評価 

・ プロジェクトによる ANM 現任研修の効果を示すため、訓練後の実務評価を行うことが

必要。具体的には、プロジェクトが提唱した ANM 現職訓練手法（2 日間）により育成さ

れた ANM20 名と、プロジェクトによる介入を受けていない ANM20 名において、現場

の医療機関でのサービス提供のパフォーマンス評価を行い、グループを比較する（ケー

ス・コントロールデザイン）ことが適当と思われる。ANM のパフォーマンス評価には、

プロジェクトが作成した ANM チェックリストが活用できる。 

・ TQM/BMW による施設改善の、保健指標に対するインパクトを確認すること。TQM は、

従来病院レベルにて実施され一定の効果を示しているが、地域の末端保健医療施設レベ

ルでどのような効果があるか、未確認である。 

・ VHND についても、プロジェクト地域での実施方法の独自性とその成果について、プロ

セス指標、インパクト指標などによって、示されることが重要。 

 

(3) IEC/BCC 教材の増刷 

・ SBA 技術やプロトコールを示したポスターは、他県でも、また、他ドナーからも必要と

されているので、プロジェクト期間内に増刷することが望ましい。 

・ 今後もこれらの教材が MP 州にて増刷、活用できるよう、版権、増刷の手続きなど、MP

州や関連ドナーと合意することが望ましい。 

 

(4) プロジェクトの成果を国レベル、国際レベルへ発信する。 

・ プロジェクトの成果、イノベーションは、①Global Health Workforce Alliance Forum, at 

Bangkok (2011）、 ②  Global Forum for Maternal and Child Health, New Delhi (2010）など

の国際会議への発信も検討すべき。 
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(5) 将来的な支援の方向性について 

・ ANM、LHV、SN などの地域保健人材や地域保健ボランティアなどのキャパシティ・デ

ィベロップメントにより、地域保健システムの一層の強化を図る。訓練手法と教材を国

家基準としてスケールアップするほか、ANM、LHV、SN を訓練、監督すべき人材の能

力強化、エンパワーメントを行う（現行プロジェクトを面的質的にスケールアップ）。 

・ HMIS のデータに基づく県レベルでの保健計画の策定、実施、評価の強化。現行プロジ

ェクトの活動の一部として、中央保健省とプロジェクトが連携して、Tikamgarh 県をパ

イロットとして HIMS データを用いた保健計画の策定を実施中である（現行プロジェク

トの一部の活動を深め、一部活動を全域にスケールアップする）。 

・ GIS を活用した HMIS を更に強化し、県や郡レベルにて地域保健のマネジメント能力を

強化する（現行プロジェクトの一部の活動の継続）。 
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第７章 団長所感 
 

本プロジェクトは、インドの国家政策である NRHM の枠組みの中で母子保健の最前線に立つ

ANM の業務全般（基本的な衛生管理・レポーティング・コミュニティーとの協働等）に光をあ

て、ANM のキャパシティ・ディベロップメントに注力したことが特徴であり、制度・財政支援

的なアプローチを取る他ドナーの取り組みとの比較でも特異性を有する。現場発のプロジェクト

の成果は、ANM の業務効率化に端を発して国家レベルでのレポーティングフォーマット改善に

もつながった。また、評価調査団のヒアリングでは、プロジェクトの取り組みによりコミュニテ

ィーとの連携が強化されたとの声も聞かれた。このように、プロジェクトは現場発の取り組みと

して大きな成果を上げ、「NRHM の理想を現場で実現した」ものと評価できる。 

一方、その特異性、またプロジェクトが外部への発信にはあまり注力してこなかったこともあ

り（さらには「アウトソーシング」志向の州政府の意向ゆえに）、これまで州政府も含めプロジェ

クト外からのプロジェクトに対する認識は十分であったとはいえない。今般の終了時評価ミッシ

ョンの際に、州政府当局者からプロジェクト対象地域の保健指標の改善について質問があった際

に、プロジェクトからはプロジェクトが対象としている施設における改善のデータは示されたも

のの、それ以外の施設を含めたデータの提示はなかった。かかるデータを把握・管理するのはプ

ロジェクトの責任範囲ではないとの主張も可能ではあるし、そもそも州政府のアウトソーシング

志向に問題ありとの主張も可能であるが、プロジェクトの成果を吸い上げて他の地域に拡げてい

くにあたって最も重要な役割を果たす州政府側が保健行政においてどのような視点・関心を有し

ているのか（このコンテクストであれば、プロジェクトのみの成果ではなく、あくまでも対象地

域全体の成果に関心がある）については一定の理解をもったうえでのコミュニケーションが求め

られるのではないか。 

なお、その意味においても州政府・他ドナーとの関係について、実施過程において JICA イン

ド事務所・JICA 本部のより積極的な関与があれば、より広範な認知を得ることが可能であったも

のと思われる。技術協力プロジェクトの現場において、専門家及びプロジェクトチームは自らの

現場の改善に集中しがちであるが、そこに別の角度の視点を加え、プロジェクトの成果をより大

きく、適時に、より効果的に（ある程度誇大広告的な売り込みが必要なインドの土地柄も考慮し

つつ）伝え、持続性をもたせていくための手助け［例：事務所・本部からの MP 州への各種出張

の機会を捉え州政府の高官（財務局等、直接の担当でない部局を含む）や他ドナーとの面談をセ

ットしプロジェクトの有用性を訴える場をつくる、国際会議等においてプロジェクトの成果をプ

レゼンする場を用意する、現場の状況を直接把握することに限界を感じている中央政府の政策決

定者にプロジェクトの成果を売り込む場を設定する、成果のスケールアップという観点でプロジ

ェクトの中身についてももう一歩踏み込んでプロジェクトと議論を行い適時微修正を図る等］を、

事務所・本部がより強力に行うことができたのでないか。その観点で、本プロジェクトには、「技

術協力プロジェクトと JICA の関係のあり方」という観点で一定の教訓があるものと思えてなら

ない（特に、職員を「プログラムリーダー」などの形で現場の最前線に派遣することが議論され

ている現在、この点は十分考慮に値する）。 

 プロジェクトの残り期間においては、プロジェクトの成果を「公共財」として他の関係者（MP

州内の他件・州政府・中央・他ドナー）に広げることに力点を置くべきである。 

プロジェクト全体の成果が客観的に分かりづらいことも事実であり、今回評価の多くもヒアリ
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ングベースでの主観的情報に基づかざるを得なかった。今後より広くの層にプロジェクトの成果

を広めるためには、客観的なアウトカムデータに基づく分析・取りまとめが必要であり、特に ANM

のキャパビルについては以下の取りまとめが必要である。 

・ トレーナー・モデレーターのマニュアル・トレーニングモジュール、BC のマニュアル、

トレーニングキットの仕様及び使用法等を文書化し、全体を体系化する（JICA のクレジッ

トを強調する）。 

・ 政策決定者を含むより多く・広い対象の人々の理解を得るためには、保健指標改善に向け

た客観的なデータによる証明が必要［NIHFW のレポートは主観的なアンケート結果（そ

の重要性は否定しないが）であり実際に保健指標改善につながったのか不明］であり、case 

control study などで実証する。 

 本プロジェクトについては、後続フェーズの要請がなされているが、あくまでも限られた投入

を前提とすると、「アウトソーシング型」への対応を前提としたプロジェクトの単純な延長・拡大

ではなく、第 2 フェーズの成果の制度化に力点を置いたものとなることが検討の大前提であろう。 
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・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

AN
M

及
び

関
連

職
種

等
の

研
修

参
加

者
/専

門
家

/現
地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

）
 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

・
保

健
施

設
現

地
踏

査
（

SH
C/

PH
C/

 

C
HC

等
）

 

指
標

1
-2
 

「
コ

ア
・

コ
ン

ピ
タ

ン
ス

を
習

得

し
た

AN
M
の

数
」

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

後
、

増
加

し
た

か
。

 

・
C
or

e
 C
om

pe
te

nc
y
研

修
実

績
表

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
外

部
評

価
報

告

書
 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

AN
M

及
び

関
連

職
種

等
の

研
修

参
加

者
/専

門
家

/現
地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

）
 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

・
保

健
施

設
現

地
踏

査
（

SH
C/

PH
C/

 

C
HC

等
）
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2 
 

評
価

 
評

価
設

問
 

必
要

な
情

報
・

デ
ー

タ
 

情
報

源
 

デ
ー

タ
収

集
 

方
法

 
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

成
果

2 

保
健

施
設

（
SH

C,
 
PH

C,
 
CH

C
）

に
お

い
て

質
の

高
い

母
子

保
健

サ
ー

ビ
ス

が
提

供
で

き
る

よ
う

職
場

環
境

が
改

善
さ

れ
る

。
 

指
標

2
-1
 

「
（

IP
HS

:
イ

ン
ド

政
府

の
公

衆

衛
生

）
基

準
を

満
た

し
た

保
健

施

設
の

数
」
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
後

、
増

加
し

た
か

。
 

・
産

科
病

棟
整

備
及

び
医

療
廃

棄

物
処

理
研

修
実

績
表

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
外

部
評

価
報

告

書
 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

・
JO

CV
 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

AN
M

及
び

関
連

職
種

等
の

研
修

参
加

者
/専

門
家

/現
地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

/J
OC
V
等

）
 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

・
保

健
施

設
現

地
踏

査
（

SH
C/

PH
C/

 

C
HC

等
）

 

成
果

3 

A
NM

が
有

能
な

デ
ー

タ
管

理
者

と
な

る
。

 

指
標

3
-1
 

「
定

期
的

に
適

切
な

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

を
用

い
て

報
告

書
を

提
出

し
て

い
る

A
NM

/L
HV

の
数

」
は

、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

後
、
増

加
し

た
か

。
 

・
NR

HM
報

告
様

式
に

係
る

H
MI
S
研

修
実

績
表

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
外

部
評

価
報

告

書
 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

・
JO

CV
 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

AN
M

及
び

関
連

職
種

等
の

研
修

参
加

者
/専

門
家

/現
地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

/J
OC
V
等

）
 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

・
保

健
施

設
現

地
踏

査
（

SH
C/

PH
C/

 

C
HC

等
）

 

 

指
標

3
-2
 

「
正

確
な

情
報

に
基

づ
い

て
業

務
管

理
を

実
施

し
て

い
る

ブ
ロ

ッ
ク

の
数

」
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

実
施

後
、

増
加

し
た

か
。

 

・
NR

HM
報

告
様

式
に

係
る

H
MI
S
研

修
実

績
表

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
外

部
評

価
報

告

書
 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

・
JO

CV
 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

県
・

郡
の

C/
P

（
CH

MO
,B

MO
等

）
/専

門
家

/現
地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

/J
OC
V
等

）
 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

・
保

健
施

設
現

地
踏

査
（

CH
C
等

）
 

指
標

3
-3
 

「
ブ

ロ
ッ

ク
レ

ベ
ル

か
ら

の
サ

ポ
ー

テ
ィ

ブ
・
ス

ー
パ

ー
ビ

ジ
ョ

ン
の

実
施

数
」
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
後

、
増

加
し

た
か

。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
外

部
評

価
報

告

書
 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

・
JO

CV
 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

県
・

郡
の

C/
P

（
CH

MO
,B

MO
等

）
/専

門
家

/現
地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

/J
OC
V
等

）
 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

・
保

健
施

設
現

地
踏

査
（

CH
C
等

）
 

成
果

4 

A
N
M

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

が
高

め
ら

れ
る

。
 

指
標

4
-1
 

「
村

落
保

健
栄

養
の

日

（
Vi

ll
ag

e 
He

al
th

 N
u
tr

it
io

n 

D
a
y:

 
VH

ND
）

の
実

施
数

」
は

プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
後

、
増

加
し

た

か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
外

部
評

価
報

告

書
 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

県
・

郡
の

C/
P

（
CH

MO
,B

MO
等

）
/A

NM
及

び
関

連
職

種

/
専

門
家

/現
地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ

フ
等

）
 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

  

－　－86



  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

 

3 
 

評
価

 
評

価
設

問
 

必
要

な
情

報
・

デ
ー

タ
 

情
報

源
 

デ
ー

タ
収

集
 

方
法

 
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

成
果

5 

パ
イ

ロ
ッ

ト
地

域
に

お
け

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

及
び

教
訓

が
州

全
体

に
普

及
さ

れ
る

。
 

指
標

5
-1
 

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
成

果
が

紹
介

さ
れ

た
県

の
数

」
の

推
移

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
外

部
評

価
報

告

書
 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
・

地
域

・
県

・
郡

の
C/
P
（

Do
HF

W,
RJ

D,
CM

HO
,D

PM
,B

M
O

等
）

/専
門

家
/現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
）

 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
状

況
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

 

看
護

職
、
特

に
A
NM

に
よ

る
質

の
高

い
母

子
保

健

サ
ー

ビ
ス

が
受

け
ら

れ
る

妊
産

婦
が

増
加

す
る

。
 

指
標

 

「
産

前
検

診
を

少
な

く
と

も
3

回
受

け
た

妊
婦

の
数

」
は

、
プ

ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
、
ど

の
程

度
増

加
す

る
見

込
み

か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
・

地
域

・
県

・
郡

の
C/
P
（

Do
HF

W,
RJ

D,
CM

HO
,D

PM
,B

M
O

等
）

/専
門

家
/現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
）

 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

・
保

健
施

設
現

地
踏

査
（

SH
C/

PH
C/

 

C
HC

等
）

 

実
施

プ
ロ

セ
ス

 

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
体

制
 

 

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
仕

組
み

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

は
、

誰

が
、
ど

の
よ

う
に

、
ど

の
よ

う
な

頻
度

で
、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
し

、
そ

の
結

果
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営

に
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
外

部
評

価
報

告

書
 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

・
JI

CA
イ

ン
ド

事
務

所
 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

D
oH

FW
/専

門
家

/
現

地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

/
JI

CA
イ

ン

ド
事

務
所

）
 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

P
D
M・

PO
は

、
活

用
・
修

正
さ

れ

た
か

。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

・
JI

CA
イ

ン
ド

事
務

所
 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

D
oH

FW
/専

門
家

/
現

地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

/
JI

CA
イ

ン

ド
事

務
所

）
 

意
思

決
定

プ
ロ

セ
ス

 
活

動
内

容
の

軌
道

修
正
・
人

員
の

選
定

等
に

係
る

決
定

は
ど

の
よ

う
な

プ
ロ

セ
ス

で
行

わ
れ

て
い

る
か

。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

D
oH

FW
/専

門
家

/
現

地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

）
 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
相

手
国

側
関

係
機

関
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
相

手
方

関
係

機
関

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
（

方
法
・
頻

度
・
信

頼
関

係
の

確
立

等
）

は
適

切
だ

っ
た

か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
、
地

域
、
県

、
郡

、

保
健

区
の

C
/P

及
び

保
健

施
設

関
係

者
）

/専
門

家
/現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
）

 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

J
I
CA

事
務

所
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
（

協
議
・
連

絡
）
は

、
効

果
的

J
I
CA

イ
ン

ド
事

務
所

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
専

門
家

・
JI

CA
イ

ン
ド

事
務

所
 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

専
門

家
/
JI

CA
イ

ン
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4 
 

評
価

 
評

価
設

問
 

必
要

な
情

報
・

デ
ー

タ
 

情
報

源
 

デ
ー

タ
収

集
 

方
法

 
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
 

ョ
ン
（

方
法
・
頻

度
・
軌

道
修

正

へ
の

迅
速

な
対

応
・
助

言
等

）
は

適
切

だ
っ

た
か

。
 

ド
事

務
所

）
 

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
内

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
仕

組
み

は
効

果
的

か
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

内
（

専
門

家
と

現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
）
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
、
適

切
だ

っ
た

か
（

方
法

、
頻

度
、
計

画
変

更
等

へ
の

対
応

状
況

、
課

題

の
解

決
方

法
等

）。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
専

門
家

・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

専
門

家
/現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
）

 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

M
P

州
側

の
関

係
機

関
内

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ

ン
は

円
滑

か
。

 

M
P

州
側

の
関

係
機

関
間

（
州

、

地
域

、
県

、
郡

、
セ

ク
タ

ー
の

C
/P

機
関

及
び

対
象

保
健

施
設

）

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
、
適

切
だ

っ
た

か
（

方
法

、
頻

度
、
計

画
変

更
等

へ
の

対
応

状
況

、
課

題

の
解

決
方

法
等

）。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
、
地

域
、
県

、
郡

、

保
健

区
の

C
/P

及
び

保
健

施
設

関
係

者
）

 

・
質

問
票

（
Do

HF
W）

 

技
術

移
転

の
方

法
は

適
切

か
。

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

よ
る

技
術

移

転
の

内
容

、
方

法
は

適
切

だ
っ

た

か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
、
地

域
、
県

、
郡

、

保
健

区
の

C/
P/

専
門

家
/現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
等

）
 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

C
/
P、

関
係

組
織

、
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

ど
の

よ
う

に
か

か
わ

っ
て

い
る

か
。

 

相
手

国
側

責
任

者
（

プ
ロ

ジ
ェ

ク

ト
責

任
者

、
関

係
機

関
の

責
任

者
）
、

実
施

機
関

、
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
参

加
度
・
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

等

は
ど

の
程

度
か

。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
、
地

域
、
県

、
郡

、

保
健

区
の

C
/P

、
保

健
施

設
関

係
者

/
専

門
家

/
現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ

等
）

 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
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5 
 

評
価

 
評

価
設

問
 

必
要

な
情

報
・

デ
ー

タ
 

情
報

源
 

デ
ー

タ
収

集
 

方
法

 
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

5
項

目
評

価
 

妥
当

性
 

 

必
要

性
 

上
位

目
標

や
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

、
対

象
地

域
・
社

会
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て
い

た
か

。
現

時

点
で

も
、
対

象
地

域
・
社

会
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し

て
い

る
か

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
、
中

間
評

価
以

降
も

、
MP

州
の

母
子

保
健

対
策

に
お

い
て

住
民

の
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

る
か

。
 

  

・
中

間
評

価
調

査
報

告
書

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C/

P 
・

専
門

家
・

現
地

プ
ロ

ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
、
地

域
、
県

、
郡

、

保
健

区
の

C
/P

、
保

健
施

設
関

係
者

/
専

門
家

/
現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ

/
J
OC

V
等

）
 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

優
先

度
 

上
位

目
標

や
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

、
イ

ン
ド

の

国
家

開
発

計
画
・
保

健
医

療
政

策
に

合
致

し
て

い

る
か

。
ま

た
M
P
州

の
母

子
保

健
対

策
と

も
合

致

し
て

い
る

か
。

 

・
国

家
開

発
計

画
に

お
け

る
MP

州
母

子
保

健
対

策
の

位
置

づ

け
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

M
P
州

・
母

子
保

健
政

策
に

係
る

中
長

期

計
画

の
め

ざ
す

方
向

性
と

、
合

致
し

て
い

る
か

。
 

・
国

家
農

村
保

健
計

画
（

Na
ti

on
al
 

R
u
ra

l 
H
ea

lt
h 

Mi
ss

io
n,

 

N
R
HM

）
 

・
リ

プ
ロ

ダ
ク

テ
ィ

ブ
ヘ

ル
ス

及

び
子

ど
も

の
健

康
プ

ロ
グ

ラ
ム

(
R
ep

ro
du

ct
iv

e 
an

d
 
C
hi

ld
 

H
e
al

th
 P
ro

gr
am

me
 P
ha

se
 I
I:
 

R
C
H-

II
) 

・
MP

州
母

子
保

健
政

策
の

中
長

期

計
画

（
あ

れ
ば

）
 

・
中

間
評

価
調

査
報

告
書

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

Do
HF

W
/
専

門
家

/
現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
）

 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

上
位

目
標

や
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

、
日

本
の

援

助
政

策
、

JI
CA

国
別

援
助

実
施

計
画

に
合

致
し

て
い

る
か

。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

、
日

本
の

援

助
政

策
、

JI
C
A

の
国

別
援

助

実
施

計
画

に
お

け
る

優
先

支

援
分

野
と

合
致

す
る

か
。

 

・
OD

A
政

策
 

・
JI

CA
イ

ン
ド

事
務

所
事

業
計

画
 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

J
IC

A
イ

ン
ド

事
務

所
） 

手
段

と
し

て
の

適
切

性
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

デ
ザ

イ
ン

は
、

M
P

州
の

保
健

プ

ロ
グ

ラ
ム

等
（

NR
HM

等
）

に
対

す
る

投
入

と
し

て
適

切
だ

っ
た

か
。

 

M
P

州
母

子
保

健
対

策
に

係
る

課

題
に

対
し

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
・
成

果
の

設
定

は
適

切
だ

っ
た

か
。

 

・
事

前
・

中
間

調
査

報
告

書
 

・
PD

M 0
,P

DM
1 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
(D

oH
FW

/専
門

家
/
現

地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

等
) 

  

「
活

動
」
→
「

成
果

」
→
「

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

」
→
「

上
位

目
標

」

に
至

る
論

理
性

、
外

部
条

件
の

設

定
は

適
切

だ
っ

た
か

。
 

・
事

前
・

中
間

調
査

報
告

書
 

・
PD

M 0
,P

DM
1 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
(D

oH
FW

/専
門

家
/
現

地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

等
) 
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6 
 

評
価

 
評

価
設

問
 

必
要

な
情

報
・

デ
ー

タ
 

情
報

源
 

デ
ー

タ
収

集
 

方
法

 
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

対
象

地
域

及
び

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

選
択

は
適

切
で

あ
っ

た
か

。
 

 

対
象

地
域

及
び

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

選
択

は
、
ニ

ー
ズ

、
受

け
入

れ
や

す
さ

、
規

模
、
公

平
性

、

課
題

の
大

き
さ

等
の

観
点

で
、
適

切
で

あ
っ

た
か

。
 

・
事

前
・

中
間

調
査

報
告

書
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
(D

oH
FW

/専
門

家
/
現

地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

等
) 

・
質

問
票

(D
oH

FW
/専

門
家

) 

そ
の

他
 

中
間

評
価

以
降

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

取
り

巻
く

環

境
（

政
策

、
経

済
、
社

会
な

ど
）
に
変

化
は

あ
っ

た
か

。
 

中
間

評
価

以
降

、
政

策
、

経
済

、

社
会

等
に

お
け

る
大

き
な

変
化

は
あ

っ
た

か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

Do
HF

W/
専

門
家

/
現

 

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
等

）
 

・
質

問
票

(D
oH

FW
/専

門
家

) 

有
効

性
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

の
見

込
み

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標
（

看
護

職
、
特

に
A
NM

に
よ

る
質

の
高

い
母

子
保

健
サ

ー
ビ

ス
が

受
け

ら
れ

る
妊

産
婦

が
増

加
す

る
）

の
達

成
度

 

産
前

健
診

を
少

な
く

と
も

3
回

受
け

た
妊

産
婦

の
数

は
、
ど

の
程

度
増

加
す

る
見

込
み

か
。

 

「
実

績
」

の
項

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

目
標

の
達

成
状

況
」

参
照

 

同
左

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成
・
効

果
発

現
に

貢
献

し

た
要

因
は

何
か

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成
・
効

果

発
現

を
促

進
し

た
事

例
・
及

び
そ

の
理

由
は

何
か

。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

D
oH

FW
/専

門
家

/
現

地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

等
）

 

・
質

問
票

(D
oH

FW
/専

門
家

) 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

っ
た

か
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成
・
効

果

発
現

を
阻

害
し

た
事

例
・
及

び
そ

の
理

由
は

何
か

ま
た

ど
の

よ
う

に
対

処
し

た
か

。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

Do
HF

W/
専

門
家

/
現

 

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
等

）
 

・
質

問
票

(D
oH

FW
/専

門
家

) 

成
果

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
と

の
因

果
関

係
 

成
果

は
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
を

達
成

す
る

た
め

に
十

分
で

あ
っ

た
か

。
 

成
果

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

因
果

関
係

、
成

果
の

貢
献

度
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

Do
HF

W/
専

門
家

/
現

 

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
等

）
 

効
率

性
 

 

成
果

の
達

成
度

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
、
成

果
は

達
成

で
き

る
見

込
み

か
。

 

成
果

の
達

成
度

は
適

切
か

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
「

実
績

」
の

項

「
成

果
の

達
成

状
況

」
参

照
 

同
左

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
効

率
性

に
影

響
を

与
え

た
そ

の
他

の
促

進
・

阻
害

要
因

は
あ

る
か

。
 

成
果

の
達

成
に

影
響

を
与

え
た

促
進

・
阻

害
要

因
は

あ
る

か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

Do
HF

W/
専

門
家

/
現

 

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
等

）
 

投
入

の
適

切
性

 

成
果

を
得

る
た

め
に

、
投

入
の

量
・
質
・
タ

イ
ミ

ン
グ

は
適

切
だ

っ
た

か
。

 

専
門

家
の

派
遣

は
適

切
だ

っ
た

か
（

専
門

性
・
能

力
、
人

数
、
派

遣
期

間
及

び
タ

イ
ミ

ン
グ

）。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
、
地

域
、
県

、
郡

、

保
健

区
の

C
/P

、
保

健
施

設
関

係
者

/
専

門
家

/現
地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

）
 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
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7 
 

評
価

 
評

価
設

問
 

必
要

な
情

報
・

デ
ー

タ
 

情
報

源
 

デ
ー

タ
収

集
 

方
法

 
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

供
与

機
材

の
投

入
は

適
切

だ
っ

た
か
（

性
能

、
数

、
タ

イ
ミ

ン
グ

）。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

研
修

の
実

施
は

適
切

だ
っ

た
か
（

内
容

、
期

間
）。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
、
地

域
、
県

、
郡

、

保
健

区
の

C
/P

、
保

健
施

設
関

係
者

/
専

門
家

/現
地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

）
 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営

費
は

適
切

だ
っ

た
か
（

額
、
タ

イ
ミ

ン
グ

）
。 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
、
地

域
、
県

、
郡

、

保
健

区
の

C
/P

、
保

健
施

設
関

係
者

/
専

門
家

/現
地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

）
 

・
質

問
票

 

C
/P

の
配

置
は

適
切

だ
っ

た
か

（
専

門
性

、
能

力
、

人
数

、
 

タ
イ

ミ
ン

グ
）。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
、
地

域
、
県

、
郡

、

保
健

区
の

C
/P

、
保

健
施

設
関

係
者

/
専

門
家

/現
地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

）
 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

他
の

協
力

形
態

と
の

連
携

 

J
I
CA

の
他

の
ス

キ
ー

ム
（

JO
CV

等
）・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
の

連
携

は
適

切
だ

っ
た

か
。

 

 

そ
の

他
の

J
IC

A
関

連
ス

キ
ー

ム

と
の

連
携

例
及

び
そ

の
効

果
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
専

門
家

・
JO

CV
 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

専
門

家
/J

OC
V）

 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

他
の

援
助

機
関

と
の

連
携

は
適

切
だ

っ
た

か
。

 
研

修
等

の
実

施
に

お
い

て
、
他

の

援
助

機
関

と
の

連
携

例
は

あ
る

か
。

 

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
専

門
家

・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

ス
タ

ッ
フ

 

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

専
門

家
/現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
等

）
 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

イ
ン

パ
ク

ト
 

上
位

目
標

の
達

成
予

測
 

上
位

目
標

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

、
そ

の
効

果

と
し

て
発

現
が

見
込

ま
れ

る
か

。
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
、
5
年
以

内
に
、「

州
保
健
局
に
よ
っ
て
質
の

高
い
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
が
提
供

さ
れ
る
」
見
込
み
は
あ
る
か
。
 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

D
oH

FW
/専

門
家

/
現

地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

等
）

 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

上
位

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

る
か

。
 

阻
害

要
因

の
特

定
 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

D
oH

FW
/専

門
家

/
現

地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

等
）

 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

上
位
目
標
と

プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
目
標
の
因

果
関
係
 

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

乖
離

し
て

い
な

い
か

。
 

・
上

位
目

標
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目

標
の

論
理

性
 

・
外

部
条

件
の

影
響

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

D
oH

FW
/専

門
家

/
現

地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

等
）
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8 
 

評
価

 
評

価
設

問
 

必
要

な
情

報
・

デ
ー

タ
 

情
報

源
 

デ
ー

タ
収

集
 

方
法

 
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

波
及

効
果

 
想

定
さ

れ
て

い
な

か
っ

た
プ

ラ
ス

/マ
イ

ナ
ス

の

効
果

・
影

響
は

あ
っ

た
か

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

よ
り

、

下
記

の
点

で
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
時

、
想

定
さ

れ
て

い
な

か
っ

た

プ
ラ

ス
/マ

イ
ナ

ス
の

効
果

・
影

響
は

あ
っ

た
か

。
 

・
政

策
、
法

律
、
制

度
、
基

準
の

整
備

へ
の

影
響

 

・
社

会
・

文
化

的
側

面
（

貧
富

、

ジ
ェ

ン
ダ

ー
等

）
へ

の
影

響
 

・
環

境
へ

の
影

響
 

・
技

術
面

で
の

変
革

に
よ

る
影

響

等
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

D
oH

FW
/専

門
家

/
現

地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

）
 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
以

外
へ

の
波

及
性

は
あ

っ
た

か
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

よ
り

、

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
以

外
に

波
及

し
た

例
は

あ
る

か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

D
oH

FW
/専

門
家

/
現

地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

）
 

自
立

発
展

性
 

 

政
策
・
制

度

面
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

の
広

が
り

を
促

進
す

る
制

度
・
組

織
が

整
備

さ
れ

て
い

る
か

。
ま

た
、
広

が

り
を

阻
害

す
る

制
度

・
組

織
が

あ
る

か
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

を
普

及
す

る
う

え
で

、
N
RH

M/
RC

H-
II

等
母

子
保

健
に

係
る

政
策

・
方

針
は

、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
も

継
続

が
見

込
ま

れ
る

か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

D
oH

FW
/専

門
家

/
現

地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

）
 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

の
普

及
は

、

M
P

州
の

母
子

保
健

政
策

に
係

る

中
長

期
計

画
の

め
ざ

す
方

向
性

と
、

合
致

し
て

い
る

か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

D
oH

FW
/専

門
家

/
現

地

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

）
 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

組
織

面
 

協
力

終
了

後
も

活
動

を
実

施
す

る
組

織
能

力
、
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

は
有

し
て

い
る

か
。

 

州
保

健
家

族
福

祉
省

及
び

県
・

郡
・
保

健
区

等
の

組
織

能
力

及
び

人
材

配
置

計
画

は
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
成

果
を

継
続
・
普

及
す

る
の

に

十
分

か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
、
地

域
、
県

、
郡

、

保
健

区
の

C/
P/

専
門

家
/現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
）

 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

活
動

の
実

施
に

必
要

な
連

携
体

制
は

整
備

さ
れ

て
い

る
か

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

の
継

続
・
普

及
に

あ
た

り
、
各

レ
ベ

ル
間
（

中

央
・
地

域
・
県
・
保

健
区

等
）
の

連
携

・
連

絡
体

制
は

良
好

か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
、
地

域
、
県

、
郡

、

保
健

区
の

C/
P/

専
門

家
/現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
）

 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

対
象

県
間

で
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
成

果
に

係
る

情
報

共
有

の
機

会
は

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
、
地

域
、
県

、
郡

、
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9 
 

評
価

 
評

価
設

問
 

必
要

な
情

報
・

デ
ー

タ
 

情
報

源
 

デ
ー

タ
収

集
 

方
法

 
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

あ
る

か
。

 
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
 

保
健

区
の

C/
P/

専
門

家
/現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
）

 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

A
NM

及
び

関
連

職
種

の
能

力
・
機

能
強

化
の

た
め

、
州

保
健

家
族

福

祉
省

と
他

の
機

関
（

研
修

機
関

、

大
学

等
）
と

の
連

携
は

行
わ

れ
て

い
る

か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

Do
HF

W/
専

門
家

/
現

 

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
）

 

・
質

問
票

（
専

門
家

）
 

財
政

面
 

予
算

の
確

保
は

行
わ

れ
る

見
込

み
か

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

の
継

続
・
普

及
に

あ
た

り
、
州

保
健

家
族

福
祉

省
は

、
活

動
に

必
要

な
予

算
措

置

を
行

っ
て

い
る

か
（

見
込

み
か

）
。 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

Do
HF

W/
専

門
家

/
現

 

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
）

 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

技
術

面
 

C
/P

の
技

術
・
能

力
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

、

独
自

に
活

動
を

継
続

す
る

レ
ベ

ル
に

達
し

た
か

（
達

す
る

見
込

み
か

）。
 

C
/P

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
、
独

自
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

を
継

続
・
普

及
さ

せ
て

い
く

だ
け

の
技

術
・

能
力

を
有

す
る

か
。

 

・
内

部
技

術
移

転
の

状
況

 

・
研

修
シ

ス
テ

ム
の

確
立

 

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
能

力
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
、
地

域
、
県

、
郡

、

保
健

区
の

C/
P/

専
門

家
/現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
/J

OC
V
等

）
 

・
質

問
票

（
Do

HF
W/
専

門
家

）
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
導

入
さ

れ
た

技
術

等
は

、
日

常

業
務

の
中

で
活

用
・

定
着

化
し

て
い

る
か

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
実

施
し

た
研

修
・
専

門
家

指
導

の
成

果
は

、
受

講
者

の
日

常
業

務
で

活
用

さ
れ

、

定
着

し
て

い
る

か
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
外

部
評

価
報

告

書
 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

各
保

健
施

設

（
SH

C,
PH

C,
CH

C
）

の
保

健
ス

タ
ッ

フ

（
AN

M、
LH

V、
M
PW

等
）

/専
門

家
/現

 
 

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
/
JO

C
V

等
）

 

総
合

面
 

成
果

の
普

及
メ

カ
ニ

ズ
ム

が
あ

る
か

。
実

施
機

関

が
普

及
メ

カ
ニ

ズ
ム

を
維

持
で

き
る

可
能

性
は

ど
の

程
度

あ
る

か
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

の
普

及
メ

カ
ニ

ズ
ム
（

研
修

シ
ス

テ
ム

の
制

度
化

、
研

修
成

果
品

の
活

用
等

）

は
ど

の
程

度
あ

る
か

。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
C
/P
・
専

門
家
・
現

地
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（

州
、
地

域
、
県

、
郡

、

保
健

区
の

C/
P/

専
門

家
/現

地
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
/J

OC
V
等

）
 

 

そ
の

他
 

自
立

発
展

性
の

発
現

要
因

、
阻

害
要

因
は

あ
る

か
。

 

（
予

想
さ

れ
る

）
要

因
の

特
定

 
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

報
告

書
 

・
C/

P・
専

門
家

 

・
資

料
レ

ビ
ュ

ー
 

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

 
他

ド
ナ

ー
の

援
助

動
向

 
中

央
・
州

レ
ベ

ル
に

お
い

て
、
母

子
保

健
対

策
に

係
る

主
要

ド
ナ

ー
の

支
援

計
画
（

支
援

内
容

、
対

象
地

域
、

予
算

規
模

等
）

 

・
主

要
D
Ps

 
・
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
（
DF

ID
/ 
UN
FP

A 
UN
IC

EF

等
）
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派
遣

形
態

2
0
0
6
(H

1
8
)年

度
(Q

4
)

2
0
0
7
(H

1
9
)年

度
2
0
0
8
(H

2
0
)年

度
2
0
0
9
(H

2
1
)年

度
2
0
1
0
(H

2
2
)年

度
(Q

1
-
3
)

長
期

1
名

2
名

2
名

2
名

2
名

（
新

規
・
1
月

～
）

→
→

→
→

（
新

規
・
1
0
月

～
）

→
→

→
短

期
0
名

0
名

2
名

0
名

0
名

（
業

務
出

張
か

ら
切

替
・
1
月

）
（
新

規
・
3
-
4
月

派
遣

）
業

務
出

張
0
名

2
名

0
名

0
名

0
名

（
新

規
・
1
-
2
月

）
（
新

規
・
3
月

）
そ

の
他

0
名

2
名

0
名

0
名

0
名

（
1
1
月

）
（
1
-
2
月

）

任
地

2
0
0
6
(H

1
8
)年

度
(Q

4
)

2
0
0
7
(H

1
9
)年

度
2
0
0
8
(H

2
0
)年

度
2
0
0
9
(H

2
1
)年

度
2
0
1
0
(H

2
2
)年

度
(Q

1
-
3
)

7
名

1
3
名

延
1
8
名

、
現

在
1
6
名

延
1
8
名

、
現

在
1
5
名

1
5
名

ﾎ
ﾞﾊ

ﾟｰ
ﾙ

4
名

7
名

7
名

延
8
名

、
現

在
7
名

7
名

（
新

規
・
1
月

～
）

→
→

→
→

（
新

規
・
1
月

～
）

→
→

→
（
～

9
月

契
約

終
了

）
（
新

規
・
1
月

～
）

→
→

→
→

（
新

規
・
7
月

～
）

→
（
～

7
月

契
約

終
了

）
（
新

規
・
7
月

～
）

→
→

→
（
新

規
・
1
1
月

～
）

→
→

→
（
新

規
・
8
月

～
）

→
（
新

規
・
3
月

～
）

→
→

→
→

3
名

6
名

延
1
1
名

、
現

在
9
名

延
1
0
名

、
現

在
8
名

8
名

ﾀ
ﾞﾓ

ｰ
県

1
名

3
名

2
名

2
名

延
2
名

、
現

在
1
名

（
新

規
・
4
月

～
）

(ﾊ
ﾟﾝ

ﾅ
へ

異
動

)
（
新

規
・
3
月

～
）

→
→

→
→

（
新

規
・
6
月

～
）

→
→

(7
月

～
ﾁ
ｬ
ﾀ
ﾙ

ﾌ
ﾟｰ

ﾙ
へ

異
動

)
ﾃ

ｨｶ
ﾑ

ｶ
ﾞﾙ

県
2
名

3
名

延
4
名

、
現

在
3
名

延
3
名

、
現

在
2
名

2
名

（
新

規
・
6
月

～
）

（
～

6
月

契
約

終
了

）
（
新

規
・
3
月

～
）

→
→

→
→

（
新

規
・
3
月

～
）

→
→

（
～

6
月

契
約

終
了

）
（
新

規
・
7
月

～
）

→
→

ｻ
ｰ

ｶ
ﾞﾙ

県
0
名

0
名

1
名

1
名

1
名

（
新

規
・
6
月

～
）

→
→

ﾊ
ﾟﾝ

ﾅ
県

0
名

0
名

延
2
名

、
現

在
1
名

1
名

1
名

(ﾀ
ﾞﾓ

ｰ
よ

り
～

1
月

契
約

終
了

)
（
新

規
・
7
月

～
）

→
→

ﾁ
ｬ
ﾀ
ﾙ

ﾌ
ﾟｰ

ﾙ
県

0
名

0
名

2
名

延
3
名

、
現

在
2
名

3
名

（
新

規
・
7
月

～
）

（
～

1
2
月

契
約

終
了

）
（
新

規
・
8
月

～
）

→
→

（
新

規
・
1
0
月

～
）

→
(7

月
～

ﾀ
ﾞﾓ

ｰ
よ

り
)

1
.　

投
入

実
績

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

　
(事

務
所

ス
タ

ッ
フ

及
び

フ
ィ

ー
ル

ド
ス

タ
ッ

フ
)　

＊
ド

ラ
イ

バ
ー

等
は

除
く

。

ﾌ
ﾞﾛ

ｯ
ｸ
ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

(9
)

ﾌ
ﾞﾛ

ｯ
ｸ
ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

(8
)

ﾌ
ﾞﾛ

ｯ
ｸ
ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

(1
)

ｷ
ｬ
ﾊ

ﾟｼ
ﾃ
ｨ･

ﾃ
ﾞｨ

ﾍ
ﾞﾛ

ｯ
ﾌ
ﾟﾒ

ﾝ
ﾄ

年
度

ｷ
ｬ
ﾊ

ﾟｼ
ﾃ
ｨ･

ﾃ
ﾞｨ

ﾍ
ﾞﾛ

ｯ
ﾌ
ﾟﾒ

ﾝ
ﾄ

ｱ
ｼ
ｽ

ﾀ
ﾝ
ﾄﾏ

ﾈ
ｰ

ｼ
ﾞｬ

ｰ
(含

･G
IS

)
(フ

ィ
ー

ル
ド

ス
タ

ッ
フ

　
小

計
)

県
ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

(1
)

H
M

IS

指
導

科
目

(事
務

所
ス

タ
ッ

フ
　

小
計

)

ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ

ｰ
ｼ
ｮﾝ

(I
E
C

/
B

C
C

)
ｷ

ｬ
ﾊ

ﾟｼ
ﾃ
ｨ･

ﾃ
ﾞｨ

ﾍ
ﾞﾛ

ｯ
ﾌ
ﾟﾒ

ﾝ
ﾄ

ﾌ
ﾞﾛ

ｯ
ｸ
ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

(5
)

H
R

M

年
度

専
門

家
派

遣

ｵ
ﾍ

ﾟﾚ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

ﾏ
ﾈ

ｰ
ｼ
ﾞｬ

ｰ
/
T
Q

M

(プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ス
タ

ッ
フ

　
合

計
)

業
務

調
整

/
保

健
管

理
情

報
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

指
導

科
目

ﾁ
ｰ

ﾌ
ｱ

ﾄﾞ
ﾊ

ﾞｲ
ｻ

ﾞｰ
/
保

健
計

画
管

理

T
Q

M

助
産

技
術

ﾖ
ﾙ

ﾀ
ﾞﾝ

R
H

P
ﾁ
ｰ

ﾌ
ｱ

ﾄﾞ
ﾊ

ﾞｲ
ｻ

ﾞｰ
N

G
O

技
術

者
派

遣
短

期
専

門
家

ｼ
ﾞｪ

ﾝ
ﾀ
ﾞｰ

・
社

会
分

析

ｼ
ﾞｪ

ﾝ
ﾀ
ﾞｰ

・
社

会
分

析

ﾌ
ﾞﾛ

ｯ
ｸ
ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

(2
)

ﾌ
ﾞﾛ

ｯ
ｸ
ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

(2
)

ﾌ
ﾞﾛ

ｯ
ｸ
ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

(7
)

ﾌ
ﾞﾛ

ｯ
ｸ
ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

(4
)

県
ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

(1
)

ﾌ
ﾞﾛ

ｯ
ｸ
ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

(6
)

県
ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

(2
)

ﾌ
ﾞﾛ

ｯ
ｸ
ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

(3
)

ﾌ
ﾞﾛ

ｯ
ｸ
ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

(1
0
)

1
-
1
.　

日
本

側
投

入
（
2
0
1
1
年

1
月

ま
で

の
予

定
を

含
む

。
）

イ
ン

ド
・
マ

デ
ィ

ヤ
プ

ラ
デ

シ
ュ

州
リ

プ
ロ

ダ
ク

テ
ィ

ブ
ヘ

ル
ス

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
フ

ェ
ー

ズ
Ⅱ

）
　

実
績

と
成

果

2
0
1
0
年

8
月

2
0
日

－　－94



研
修

形
態

人
数

年
度

本
邦

：
集

団
研

修
4

2
0
0
7
(H

1
9
)年

度

ﾖ
ﾙ

ﾀ
ﾞﾝ

2+
1

2
0
0
8
(H

2
0
)年

度

本
邦

：
C

/
P

研
修

(準
高

級
)

2+
1

2
0
1
0
(H

2
2
)年

度

年
度

2
0
0
6
(H

1
8
)年

度
2
0
0
7
(H

1
9
)年

度

2
0
0
8
(H

2
0
)年

度
2
0
0
9
(H

2
1
)年

度

費
目

2
0
0
6
(H

1
8
)年

度
(Q

4
)

2
0
0
7
(H

1
9
)年

度
2
0
0
8
(H

2
0
)年

度
2
0
0
9
(H

2
1
)年

度
2
0
1
0
(H

2
2
)年

度
(Q

1
)

専
門

家
(直

営
)

(長
期

　
1
名

)
(長

期
　

2
名

)
(長

期
　

2
名

、
短

期
　

2
名

)
(長

期
　

2
名

)
(長

期
　

2
名

)
専

門
家

(契
約

)
0.

00
0.

00
0.

00
0.

00
0.

00
供

与
機

材
0.

00
0.

00
0.

00
0.

00
0.

00
国

別
研

修
0.

00
(集

団
研

修
　

4
名

)
0.

00
0.

00
(C

/
P

研
修

 2
名

 1
1
月

予
定

)
調

査
団

(運
営

指
導

調
査

団
)

0.
00

(中
間

評
価

)
0.

00
(終

了
時

評
価

)
在

外
事

業
強

化
費

1
,7

5
6
,5

2
1
.3

4
1
0
,0

4
2
,9

3
6
.8

4
1
3
,1

3
9
,0

1
6
.1

6
1
3
,9

0
7
,9

2
4
.2

0
4
,2

8
8
,1

0
1
.3

6
0.

00
22

,4
79

.0
0

29
0,

05
6.

00
55

5,
78

1.
00

11
1,

97
9.

00
25

5,
63

6.
84

1,
49

5,
02

7.
50

1,
53

9,
50

4.
00

2,
57

2,
84

9.
00

61
6,

65
0.

00
0.

00
2,

48
5,

63
3.

00
0.

00
0.

00
25

2,
00

0.
00

0.
00

0.
00

0.
00

0.
00

0.
00

60
7,

98
5.

00
1,

63
0,

79
6.

60
5,

15
0,

34
6.

00
5,

73
3,

57
3.

00
1,

85
8,

39
7.

00
18

,5
58

.0
0

29
6,

71
4.

00
97

,2
32

.0
0

12
3,

95
0.

00
25

,0
01

.0
0

87
4,

34
1.

50
4,

11
2,

28
6.

74
6,

06
1,

87
8.

16
4,

92
1,

77
1.

20
1,

42
4,

07
4.

36

小
計

合
計

謝
金

報
酬

(ｽ
ﾀ
ｯ
ﾌ
以

外
)

会
議

費
一

般
業

務
費

業
務

契
約

旅
費

(航
空

賃
以

外
)

業
務

契
約

(ﾛ
ｰ

ｶ
ﾙ

ｺ
ﾝ
ｻ

ﾙ
ﾀ
ﾝ
ﾄ)

航
空

賃

年
度

(注
) 
2
0
0
7
年

度
は

、
費

用
項

目
改

定
に

係
る

混
乱

か
ら

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
給

与
の

一
部

を
「
業

務
契

約
（
ロ

ー
カ

ル
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

）
」
に

計
上

し
た

が
、

2
0
0
6
年

度
及

び
2
0
0
8
年

度
以

降
は

全
て

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ス

タ
ッ

フ
給

与
を

「
謝

金
報

酬
（
ス

タ
ッ

フ
以

外
）
」
に

計
上

し
て

い
る

。

0.
00

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

費
内

訳

内
訳

(単
位

：
イ

ン
ド

ル
ピ

ー
(R

s.
))

0.
00

総
額

（
千

円
）

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

研
修

（
本

邦
・
第

三
国

）

T
he

 R
eg

io
na

l 
W

o
rk

sh
o
p 

o
f 
S
ha

ri
ng

 E
xp

er
ie

nc
es

 &
 L

ea
rn

in
g 

fr
o
m

 G
o
o
d/

S
uc

ce
ss

fu
l 
P

ra
ct

ic
es

 i
n 

th
e 

Is
la

m
ic

 C
o
m

m
un

it
ie

s
（
C

/
P

2
名

＋
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄｽ

ﾀ
ｯ
ﾌ
1
名

）

研
修

名

地
域

別
研

修
：
よ

り
安

全
な

妊
娠

と
出

産
戦

略
ｱ
ｼ
ﾞｱ

地
域

ﾜ
ｰ

ｸ
ｼ
ｮｯ

ﾌ
ﾟ（

2
名

）

供
与

機
材

主
な

機
材

在
外

事
業

強
化

費
に

て
供

与
：
妊

婦
健

診
用

検
尿
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行政ﾚﾍﾞﾙ

州政府

ﾘｰｼﾞｮﾝ

県

ﾌﾞﾛｯｸ

ｾｸﾀｰ以下

県 ﾌﾞﾛｯｸ

30 / 43 70% 41 / 113 36% 238 / 884 27%

13 / 14 93% 19 / 34 56% 193 / 315 61%

ﾀﾞﾓｰ県 小計 7 / 7 100% 9 / 14 64% 84 / 163 52%
(2006年～) Tendukheda (BC) 1 / 1 100% / 22 / 23 96%

全7ﾌﾞﾛｯｸで活動 Jabera 1 / 1 100% / 27 / 27 100%
Hata 1 / 1 100% / 17 / 21 81%

Patharia 1 / 1 100% / 18 / 23 78%
Hindoria 1 / 1 100% / /

Batiyagarh 1 / 1 100% / /
Patera 1 / 1 100% / /

ﾃｨｶﾑｶﾞﾙ県 小計 6 / 7 86% 10 / 20 50% 109 / 152 72%
(2006年～) Pirthvipur 1 / 1 100% / 21 / 21 100%

全6ﾌﾞﾛｯｸで活動 Niwari (BC) 1 / 1 100% / 18 / 25 72%
Baldevgarh 1 / 1 100% / 26 / 26 100%
Badagaon 1 / 1 100% / 22 / 24 92%

Jatara (BC) 1 / 1 100% / 22 / 34 65%
Palera 1 / 1 100% / /

ｻｰｶﾞﾙ県('08.7-) (CHC巡回) 11 / 13 85% 7 / 27 26% / 245
ﾊﾟﾝﾅ県('08.7-) Amanganj (BC) 4 / 6 67% 1 / 15 7% 32 / 139 23%

ﾁｬﾀﾙﾌﾟｰﾙ県('08.7-) Chhatarpur/Nowgaon/Baxwaha (BC) 2 / 10 20% 14 / 37 38% 13 / 185 7%

財源 内訳

州　予算 MHｶｰﾄﾞ印刷
保健施設増改築、改修

県　予算 保健施設増改築、改修

SHC untied fund 活用
(年間　Rs. 10,000 /SHC)
ﾌﾞﾛｯｸ･ﾚﾍﾞﾙでの会議に係る参加者
交通費(MHｶｰﾄﾞ・ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ等)
ASHAへの謝金(施設分娩、妊婦健診)

ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ役職/所属　または　対象保健施設

Mission Director RCH-NRHM, DoHFW, GoMP

カウンターパート配置

Health Secretary, Government of Madhya Pradesh (GoMP)

年度 備考
(単位：インドルピー(Rs.))

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1-2.　インド側投入(MP-RHP関連)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Regional Joint Director (RJD), Sagar

Director, DoHFW, GoMP

State Program Manager - NRHM

Commissioner Health, Department of Health and Family Welfare (DoHFW), GoMP

FY2006-7 FY2007-8 FY2008-9

ローカルコスト負担

Divisional Program Manager - NRHM (Div.PM)

District Program Managers - NRHM (DPMs)

Primary Health Centres (PHCs), Lady Health Visitors (LHVs), Male Supervisors

ﾀﾞﾓｰ県・ﾃｨｶﾑｶﾞﾙ県(全2県)　合計

Block Medical Officers (BMOs)

Sub Health Centres (SHCs) (Auxiliary Nurse Midwives (ANMs), Multi Purpose Workers (MPWs))

Community Health Centres (CHCs)

Chief Medical & Health Officers (CMHOs)

District Hospitals

SHC
ｻｰｶﾞﾙ･ﾘｰｼﾞｮﾝ(全5県)　合計

(注)ｻｰｶﾞﾙ･ﾘｰｼﾞｮﾝ合計、ﾀﾞﾓｰ県・ﾃｨｶﾑｶﾞﾙ県合計、及び各県小計(太字部分)の分母＝各ﾘｰｼﾞｮﾝ/県の施設数全数(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの介入していないﾌﾞﾛｯｸを含む。)

対象保健施設一覧
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝにより業務改善を実施している保健施設数

CHC PHC

(注) ｲﾝﾄﾞ政府の会計年度は、日本同様4月～3月末。上記は、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄのﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝにより予算の有効活用が促進された一例であり、全ては網羅していない。

450,000.00

250,000.00
250,000.00

1,000,000.00

700,000.00
4,800,000.00

200,000.00

妊婦への啓蒙、付添等

給水、家具、事務用品等

Khargapur PHCの増改築
SHCの施設・設備に係る修理、

20万部の印刷代を予算化
CHCの増改築を州が補助
PHCの増改築を州が補助
Tendukheda CHCの増改築
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Sagar Chhatarpur Panna Damoh Tikamgarh Total

Population Total 2,021,783 1,712,556 1,486,560 1,226,386 1,202,998 7,650,283

Male 948,751 941,906 978,000 645,160 637,913 4,151,730

% 47% 55% 66% 53% 53% 54%

Female 1,073,032 770,650 508,560 581,226 565,085 3,498,553

% 53% 45% 34% 47% 47% 46%

Block 11 8 5 7 6 37

CHC 13 10 6 7 7 43

PHC 27 37 15 14 20 113

SHC 245 185 139 163 152 884

ANM 228 194 139 198 178 937

MPWm S 204 186 144 162 156 852

W 161 178 134 135 153 761

% 79% 96% 93% 83% 98% 89%

LHV S 85 52 24 27 59 247

W 70 43 19 23 57 212

% 82% 83% 79% 85% 97% 86%

Male S 53 31 17 29 36 166

supervisor W 33 8 11 28 30 110

% 62% 26% 65% 97% 83% 66%

Sagar Chhatarpur Panna Damoh Tikamgarh Total

Population (Total) 2,021,783 1,474,633 854,235 1,081,909 1,203,160 6,635,720

CHC 10 8 5 6 6 35

PHC 28 37 14 10 17 106

SHC 245 189 140 162 156 892

Sagar Division Health Profile (Apr. 2009)

S - Sanctioned posts, W - Working currently (黄色(網掛け)部分は2008年3月時点の情報)

District

District

Census (2001)
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インド (MP 州) 保健行政 組織図 （2010.9.21） 

 

 

現場巡回保健要員 

NRHM  
Mission Director 

(IAS)  
 

State Mission Dir 
(IAS) 

 
Consultants 

県保健局事務所／District 

地域保健局事務所／Region・Division 

郡保健局事務所／Block 

州政府／State Government Health Secretary (IAS) 

中央政府／Central Government 

保健家族福祉省／Min. of Health and 
Family Welfare 

State Program 
Manager (SPM) 

Divisional Program 
Manager (Div PM) 

コミュニティ保健センター／CHC 

中央 

州  
MP 州人口  
6,039 万人 

地域 (9) 
サーガル地域人口 
664 万人 

県 (5/48) 
1 県当たり平均人口 
153 万人 
(DH: 100-300 床程度) 

郡 (11/37/ ) 
1 郡当たり平均人口 
20 万人 
（CHC: 30 床程度） 

（保健区／Sector） 
人口 2-5 万人程度 
（PHC: 6-10 床程度） 

保健家族福祉局／Dept. of Health and 
Family Welfare 

地域担当次長／Regional Joint Director（RJD） 

県病院／District Hospital 

県医療保健官／CMHO

ブロック医務官／BMO

NRHM 担当次長／JD(NRHM/RCH) 

保健局長／Health Commissioner (IAS)

公衆衛生家族福祉部長／Director, Public Health & Family Welfare 

District Program 
Manager (DPM) 

Block Program 
Manager (BPM) 
To be appointed

病院長／Civil Surgeon 

看護師／Staff Nurses

准看護助産師／ANMs 

看護師／Staff Nurses

医務官／Medical Officers

基礎保健センター／PHC 

准看護助産師／ANM

女性保健員／LHV 

サブ保健センター

／SHC 

准看護助産師／ANM 

村  
1 村当たり平均人口 
1-2000 人 

人口 3～5,000 人程度

に 1 つの SHC 
男性多目的保健要員／MPW-M 

村落保健栄養の日(VHND) 

男性保健員／Male Supervisor 
看護師／Staff Nurse 

医務官／Medical Officers

医務官／Medical Officer

村の保健ボランティア／ASHA 

Data Entry 
Operator 

Data Assistant 

成果 2、3

成果 1、2、3 

成果 2 

成果 4 

女性子ども局普及員／Anganwadi 

活動の主な
ターゲット 
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